
参考 

新規採択事業に係る必要性等の明確化 
－平成２０年度－ 

 
平成２１年３月３１日 

 
 個別公共事業については、新規事業採択時評価、再評価及び完了後の事後評価を実施し、行政機関が 
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箇所名：二本松・安達地区土地利用一体型水防災事業
に ほ ん ま つ あ だ ち

１．事業の概要

１）位 置：福島県二本松市
に ほ ん ま つ し

２）河川名：阿武隈川水系阿武隈川上流
あ ぶ く ま が わ

３）輪中堤延長：約4.4km

４）総事業費：約81億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・平成10年8月及び平成14年7月洪水で浸水被害を受けた二本松地区において、輪中

堤の整備や宅地嵩上げ等により早期の治水効果発現を図る。

２）必要性：
・二本松・安達地区は無堤部であり、平成18年8月洪水では3戸、平成14年7月洪水

では29戸の浸水被害が生じており、早期の治水対策が必要であり、地元要望も強
い地区である。
このことから、国により輪中堤や宅地嵩上げ等のハード対策を実施し、連携して
自治体が災害危険区域を指定し住家建築の規制などのソフト対策を行うことに

より、ハード・ソフト両面から家屋浸水被害の解消を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
84億円 69億円 1.2

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】被害防止便益 84億円
【主な根拠】年平均浸水軽減戸数：3戸 年平均浸水軽減面積：3ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
二本松市から早期整備の強い要望がある。



箇所名：船場川調節池等整備事業
せ ん ば が わ

１．事業の概要

１）位 置：兵庫県姫路市
ひ め じ し

２）河川名：船場川水系船場川
せんばがわ せんばがわ

3、導水路工L=580m３）諸 元：洪水調節池：約120,000m

４）総事業費：約63億円

２．目的及び必要性

１）目 的：浸水被害の軽減

２）必要性：
・当該地域は、過去に昭和51年9月台風17号や平成2年台風19号により甚大な被害

が発生しており、近年では平成16年10月台風23号によって、床上浸水10戸、床下
浸水169戸の甚大な被害が発生した。このことから早期の浸水被害の軽減が必要
である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
134億円 55億円 2.4

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】 被害防止便益：134億円
【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：184戸

年平均浸水被害軽減面積：4ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 測量・設計に着手予定

６．関係者の意見
地元住民等から早期着手に対する強い要望がある。
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箇所名：渋谷川・古川床上浸水対策特別緊急事業
し ぶ や が わ ふ る か わ

１．事業の概要

１）位 置：東京都港区、渋谷区
みなとく し ぶ や く

２）河川名：古川水系渋谷川・古川
ふるかわ しぶやがわ ふるかわ

３）諸 元：地下調節池整備 延長：約3.3km
容量：約135,000ｍ3

４）総事業費：約297億円

２．目的及び必要性

１）目 的：度重なる浸水被害の軽減

２）必要性：
流域では、近年10ヶ年で20回の浸水被害が発生し、特に平成11年8月29日・当該

の集中豪雨では床上浸水293戸、床下浸水334戸の甚大な被害が生じるなど、
近年水害が頻発しており、早急に床上浸水等の被害の軽減を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
720億円 297億円 2.4

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】 被害防止便益：720億円
【主な根拠】年平均浸水軽減戸数 ：108戸

年平均浸水被害軽減面積：0.7ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 発進立坑築造に着手

６．関係者の意見
治水安全度の向上について地元自治体、地元住民から強い要望がある。
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箇所名： ダム再開発事業（河川総合開発事業）木屋川
こ や が わ

１．事業の概要

１）位 置：山口県下関市豊田町大字大河内
しものせきしとよたちようおおあざおおこうち

２）河川名：木屋川水系木屋川
こ や が わ こ や が わ

３）諸 元：
・型 式：重力式コンクリートダム ・堤 高：51.0ｍ

３・堤頂長：220.0ｍ ・総貯水容量：37,820千ｍ

４）総事業費：約400億円

２．目的、必要性

１）目 的：
・洪水調節
・流水の正常な機能の維持

２）必要性：
・木屋川沿川地域において、昭和34年には家屋流失3戸、全半壊28戸、床上浸

水416戸、床下浸水783戸、平成11年には床上浸水11戸、床下浸水38戸の被害
が発生しており、早急な治水対策が望まれている。

３．費用対効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）

358億円 271億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】被害防止便益：299億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：59億円

【主な根拠】 年平均浸水軽減戸数：45戸、年平均浸水軽減面積：86ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成20年度 当該事業を含めた河川整備計画策定
平成21年度 新規実施計画調査着手

６．関係者の意見
地元市長、地元自治会並びに商工会・観光協会を中心に、ダム事業推進に向けた

積極的な要望がある。



箇所名：清水川火山砂防事業
し み ず か わ

１．事業の概要

１）位 置：秋田県にかほ市
に か ほ し

２）河川名：奈曽川水系清水川
な そ が わ しみずがわ

３）計画施設：不透過型砂防えん堤１基

４）総事業費：約3.5億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土砂災害の未然防止

２）必要性：
では、平成19年8月の豪雨によって流域内から多量の土砂が流出。脆弱本渓流

な地質を有する流域内では、普段の降雨により渓岸侵食や山腹崩壊が発生するな
ど、今なお不安定土砂が堆積しており次期出水で土石流が発生する恐れがある。
下流には人家のほか避難所（公民館）や避難路となる市道があり、発生すれば甚
大な被害が想定される。

このため、土砂災害から人命と財産を保全するための砂防えん堤の整備が必要
である。

３．費用効果分析の結果
土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
9.3億円 3.3億円 2.8

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 9.3億円
【主な根拠】 人家60戸、公民館１棟、市道3,200m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
にかほ市、地元地区から早期安全性確保の要望がある。



箇所名：前ノ沢火山砂防事業
ま え の さ わ

１．事業の概要

１）位 置：福島県大沼郡三島町
おおぬまぐんみしままち

２）渓流名：阿賀野川水系前ノ沢
あ が の が わ まえのさわ

３）事業概要：不透過型砂防えん堤１基

４）総事業費：約2.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土砂災害の未然防止

２）必要性：
本流域は、火砕流堆積物からなる広葉樹の粗林で山腹崩壊や渓岸浸食が著しく、

渓床には不安定堆積物が厚く堆積しているため、次期出水により土石流が発生す
るおそれが高い。下流の保全対象としては人家6戸、避難所（集会所）県道120mな
どがあり、被災すれば社会的影響が大きい。このため、土石流災害から人命と財
産を守る砂防えん堤の早急な整備が必要である。

３．費用効果分析の結果
土石流対策費用の便益分析マニュアル(案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.3億円 1.8億円 2.9

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減額 5.3億円
【主な根拠】人家6戸、避難所（集会所）１棟、県道120ｍ

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
三島町から強い要望がある。



箇所名：トトリ沢通常砂防事業
と と り さ わ

１．事業の概要

１）位 置：静岡県島田市
し ま だ し

２）渓流名：栃山川水系トトリ沢
とちやまかわ と と り さ わ

３）事業内容：不透過型砂防えん堤２基

４）総事業費：約2.9億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土砂災害の未然防止

２）必要性：
上流域は地質が脆弱なため斜面の随所で山腹崩壊が発生し、河床に本渓流の

は不安定土砂が堆積していることから、次期出水により土石流が発生するおそれ
が高い。

下流の保全対象としては人家11戸、避難所（東光寺公会堂）等があり、土砂災
害が発生すれば甚大な被害になることが予想される。

このため土砂災害から人命と財産を守る砂防えん堤の早急な整備が必要である。

２．費用効果分析の結果
土石流対策費用の便益分析マニュアル(案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
7.0億円 2.7億円 2.6

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 7.0億円
【主な根拠】人家11戸、公民館1棟、市道350mなど

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
島田市から早期建設の強い要望がある。
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箇所名：奥西谷通常砂防事業
おくにしたに

１．事業の概要

１）位 置：三重県熊野市
く ま の し

２）渓流名：湊 川水系奥西谷
みなとがわ おくにしたに

３）整備施設：不透過型砂防えん堤１基

４）総事業費：約5.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土石流災害の未然防止

２）必要性：
近隣地域では近年（H10、H14、H15、H16、H20）と連続して被災を受けており、

本流域でも荒廃が進み渓床に不安定土砂が堆積し、次期出水により土石流が発生
する恐れがある。

下流の保全対象としては、人家13戸の他に市道（土砂災害により交通が遮断さ
れれば孤立集落が発生）、国道42号バイパス（事業中）といった重要公共施設が
存在し、土砂災害が発生すれば甚大な被害が想定される。

このため土砂災害から人命と財産を守る砂防えん堤の早急な整備が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.5億円 4.4億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 5.5億円
【主な根拠】人家13戸、国道42号バイパス、市道など

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
熊野市から早期建設の強い要望がある。



箇所名：寺谷川通常砂防事業
てらたにがわ

１．事業の概要

１）位 置：広島県世羅郡世羅町
せ ら ぐ ん せ ら ち ょ う

２）河川名：芦田川水系寺谷川
あしだがわ てらたにがわ

３）整備施設：不透過型砂防えん堤１基
４）総事業費：約4.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土石流災害の未然防止

２）必要性：
渓流の上流域では荒廃が進み渓床に不安定土砂が堆積し、次期出水により本

土石流が発生する恐れがあり地元要望も強い。
下流の保全対象としては人家24戸のほかに避難所（小学校1校、公民館1棟）、

防災拠点（派出所1棟、消防倉庫1棟）及び国道といった重要公共施設が存在し土
石災害が発生すれば甚大な被害が想定される。

このため、土砂災害から人命と財産を保全するための砂防えん堤の整備が必要
である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
11億円 3.6億円 3.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益：11億円
【主な根拠】人家24戸，耕地1ha，道路700m，小学校1棟，公民館1棟

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
世羅町から早期建設の強い要望がある。



通常砂防事業箇所名：須田野川
す だ の が わ

１．事業の概要

１）位 置：福岡県糸島郡二丈町
いとしまぐんにじょうまち

２）渓流名：一貴山水系須田野川
い き さ ん す だ の か わ

３）整備施設：渓流保全工Ｌ＝320ｍ

４）総事業費：約7.9億円

２．目的及び必要性

１）目 的： 土砂災害の未然防止

必要性：２）
本流域では平成17年7月の集中豪雨により土砂が流出。現在も渓床に不安定土砂が

堆積し、次期出水により土石流が発生する恐れがある。また下流の保全対象として
は避難所（公民館）、町道（避難路）といった重要公共施設があり、発生すれば甚
大な被害が想定される。
このため、土砂災害から人命と財産を保全するための砂防えん堤の整備が必要であ

る。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
14億円 6.8億円 2.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 14億円
【主な根拠】家屋29戸、町道(L=730m)、公民館１棟

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
二丈町及び地域住民から早期建設の強い要望がある。



箇所名：東星田地区地すべり対策事業
とうほしだ

１．事業の概要
１）位 置：千葉県南房総市

みなみぼうそうし

２）地すべり防止区域面積：45.0ha

３）工種：排土工

４）総事業費：約4.7億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・地すべり災害から、人家6戸、主要生活道路である県道鴨川富山線などを保全する。

２）必要性：
・豪雨による斜面崩落の進行等により、地すべりが活動し、道路や人家に被害の

恐れがあるため、地すべり対策を実施する必要がある。

３．費用効果分析の結果
地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
4.7億円 4.6億円 1.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益 4.7億円
【主な根拠】人家：6戸、県道：1,175ｍ

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
地元から強い要望がある。
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箇所名：橘地区地すべり対策事業
たちばな

１．事業の概要

１）位 置：静岡県周智郡森町
し ゆ う ち ぐ ん も り ま ち

２）地すべり防止区域面積：32.9ha

３）工種：横ボーリング工､集水井工、集水ボーリング工、鋼管杭工

４）総事業費：約7.6億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・地すべり対策事業を実施して地すべり防止施設等の新設を行うことにより、人家、

公共建物、河川、道路等の公共施設その他のものに対する地すべり等による被害
を除却し又は軽減し、国土の保全と民政の安定に資することを目的とする。

２）必要性：
・当該箇所は、既設対策工の効果範囲が経年変化により限定的になり、さらに未

対策箇所であるブロック上部及び下部に変状が発生している。特に下部末端の変
状が進行した場合、後退型地すべりの特性として、ブロック上方に拡大する恐れ
がある。このため、集水ボーリング工など地下水排除工を中心とした対策を行う
ことにより、変状を抑制する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
10億円 8.0億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 8.8億円

間接的被害軽減便益 1.6億円
【主な根拠】保全人家20戸、町道1,770ｍ、橋梁9箇所、

寺社1施設

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 再開事業着手

６．関係者の意見
森町から早期着手の強い要望がある。
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箇所名：割石地区地すべり対策事業
わ り い し

１．事業の概要
１）位 置：山口県柳井市

や な い し

２）地すべり防止区域面積：10.5ha
３）概 要：横ボーリング工、集水井工、アンカー工
４）総事業費：約2.0億円

２．目的及び必要性
１）目的

、 、 、 。・地すべりによる土砂災害から 人家 耕地 公共施設等を守ることを目的とする
２）必要性

近年の集中豪雨等の影響により、新たな地すべり変動が見られ、変状をきたした・
家屋や、法面において湧水を伴う表層崩壊が数多く見られる。このため地すべり
現象が活発化すると、人家や市道に甚大な被害が想定される。このため、人命・
財産を保全するためにも地すべり対策事業に着手する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
2.7億円 1.8億円 1.5

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 2.7億円
【主な根拠】 人家7戸、市道460m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
柳井市から早期対策の強い要望がある

7 1 － あり - - H20 － － － － あり 明瞭 明瞭 あり － あり あり あり
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箇所名：西阿室地区地すべり対策事業
に し あ む ろ

１．事業の概要

１）位 置：鹿児島県大島郡瀬戸内町
おおしまぐんせとうちちょう

２）地すべり防止区域面積：6.9ha

３）全体計画：抑止杭工・渓流保全工

４）総事業費：約1.3億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・当事業箇所は平成18年6月の豪雨により地すべりが発生した箇所であり、再度災害

防止のため、同年度に採択された災害関連緊急地すべり対策事業及び平成19年か
らの特定緊急地すべり対策事業で恒久対策を実施している。更に、平成21年から
地すべり対策事業を実施することで、当該箇所における地すべり対策を完了し民
生の安定を図りたい。

２）必要性：
・西阿室集落の人家28戸、小学校、公民館や集落へ通じる町道400m等を地すべり

による被害から保全することができる
・保全対象である町道には、西阿室集落（67世帯）のほか与路島（91世帯）、請

島（113世帯）へ通じる電気・電話等のライフラインが敷設されており、地すべり
により村道が寸断された場合は多くの住民の日常生活に支障をきたす。

・当該箇所は平成18年に地すべりが発生しているので、住民の地すべり対策への要
望も強く、対策事業を完了することで民生の安定を図ることができる。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
1.6億円 1.2億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 0.79億円

間接的被害軽減便益 0.82億円
【主な根拠】人家28戸，小学校，公民館，町道400m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
地元からは早期に事業完了して欲しいとの要望がある。
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箇所名：安里地区地すべり対策事業
あ さ と

１．事業の概要

１）位 置：沖縄県中頭郡中城村
なかがみぐんなかぐすくそん

２）地すべり防止区域面積：6.9ha
３）工種：法枠工、抑止杭工、横ボーリング工、排水工 等

３）総事業費：約19億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・当地区は、沖縄県本島中部の中城村字安里に位置し、重要港湾である中城湾を望

む東向きの斜面である。斜面には変動を示す滑落崖や上部の村道において亀裂等
が確認されていることから、土砂災害を未然に防止するため地すべり対策を講じ
るものである。

２）必要性：
・当該地区では、平成18年6月10日に大規模な地すべりが発生。村道及び県道が被

災し斜面下の住宅付近まで流動化した土砂が流入、82世帯が避難した。その内、
７世帯19名が避難所生活を強いられた。(平成19年12月10日付け、避難解除。）

・地すべりが発生した斜面に隣接する場所には亀裂等がみられ、このまま放置する
と斜面上下部の住宅及び斜面中腹にある県道に甚大な土砂災害を引き起こすおそ
れがあるため地すべり対策を実施する。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
22億円 19億円 1.2

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 22億円
【主な根拠】人家79戸、公民館1施設、県道750ｍ、村道360ｍ

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
中城村および地元自治会からの強い要望がある。
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今金田代１ 急傾斜地崩壊対策事業箇所名： 地区
いまかねたしろ

１．事業の概要

１）位 置：北海道瀬棚郡今金町
せたなぐんいまかねちよう

２）地区名：今金田代１地区
いまかねたしろ

３）延 長：225ｍ

４）総事業費：約1.4億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・がけ崩れ災害の防止

２）必要性：
・本地区には、人家のほか避難所に指定されている「八束交流センター」があり、

被災すると避難活動に重大な影響がある。
・当該斜面は、湧水や降雨に起因する崩壊跡が多数確認されており、次期大雨等に

伴いがけ崩れが発生する可能性が高いことから、これを防止するための施設整備
が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
3.17億円 1.29億円 2.5

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：3.17億円
【主な根拠】人家：3戸、重要公共施設：1施設

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
今金町及び関係住民から早期事業着手の強い要望がある。



牧野地区急傾斜地崩壊対策事業箇所名：
ま き の

１．事業の概要

１）位 置：新潟県東蒲原郡阿賀町牧野
ひがしかんばらぐん あ が ま ち ま き の

２）地区名：牧野地区
ま き の

３）延 長：196ｍ

４）総事業費：約1.7億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・急傾斜地の崩壊を未然に防止し、地域住民の安心安全を創出する。また、地域防

災計画に記載された避難路を保全することにより災害時の避難路の確保に努める。

２）必要性：
・牧野地区はがけ上にある人家とがけ地とが非常に近接しており危険な状況にあり、

平成11年には今回の事業対象斜面において小規模な崩壊が発生しており、住民の
危機意識が高い。

２．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
3.21億円 1.62億円 2.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：3.2億円
【主な根拠】人家：7戸、町道：100m、橋梁1橋

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
地元住民より対策工事の強い要望がある。



神の前地区急傾斜地崩壊対策事業箇所名：
かみのまえ

１．事業の概要

１）位 置：福岡県糟屋郡久山町
かすやぐんひさやままち

２）地区名：神の前地区
かみのまえ

３）延 長：150ｍ

４）総事業費：約1.8億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・急傾斜地崩壊防止施設の設置等を行うことによって、急傾斜地の崩壊による災害から
住民の生命を保護し、もって民生の安定と国土の保全とに資することを目的とする。

２）必要性：
・神の前地区は福岡県の糟屋郡久山町に位置し、保全対象として人家22戸、避難路）町
道）を含むがけ高30ｍ勾配40°の急傾斜地である。密集した人家裏側の法面は、風化
が進んでおり、またオーバーハング等の崩壊箇所が多く見られ、直近では平成１７年
度に小規模崩壊が発生しているため、早急に崩壊防止対策を実施する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
4.80億円 1.69億円 2.8

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：4.8億円
【主な根拠】人家：22戸、町道：60m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
久山町及び地域住民から早期着工の強い要望がある。



中勝３地区急傾斜地崩壊対策事業箇所名：
なかがち

１．事業の概要

１）位 置：鹿児島県大島郡龍郷 町
おおしまぐんたつごうちよう

２）地区名：中勝３地区
なかがち

３）延 長：310ｍ

４）総事業費：約5.8億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・中勝３地区は，砂岩・頁岩互層からなるがけ高80ｍ、傾斜度30度以上の急斜面であり、

斜面下部に近接した人家（19戸）が斜面崩壊により非常に危険な状態にある。急傾斜
地崩壊防止施設を設置することにより、人家19戸の保全が図られる。

２）必要性：
・中勝３地区の急傾斜地は，自然斜面で風化が著しく、平成20年6月2日の豪雨では、
幅13m、高さ17mにわたって斜面崩落が発生した。この崩落では幸い人的被害はなかっ
たものの、次期出水期には大規模な崩落の危険性があり、多大な被害を及ぼす恐れが
ある。地区住民は大雨のたびに不安な思いをしており、早急に急傾斜地崩壊防止施設
の対策を行い、人命の保護及び警戒避難体制の整備が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.97億円 4.91億円 1.2

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：5.97億円
【主な根拠】人家：19戸、町道：450m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
龍郷町から早期事業着手の強い要望がある。



箇所名：柴町海岸高潮対策事業
しばまち

１．事業の概要

１）位 置：新潟県佐渡市
さ ど し

２）延 長：0.5km

３）総事業費：11億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
消波工を整備することにより、背後の家屋や道路への越波・浸水被害の防止を図
る。

２）必要性：
柴町海岸は、越波・浸水被害が頻発しており、平成16年8月の台風15号による高波
では、床上・床下浸水被害、基幹道路であり地域にとって唯一の生活道路である
主要地方道佐渡一周線が冠水するなど、背後地の公共施設や人家に多大な被害が
発生した。その後も越波が頻発していることから、早期に保全施設を整備し越波
・浸水被害を防止する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
28億円 13億円 2.1

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：28億円
【主な根拠】浸水防護面積5.9ha、浸水防護戸数：89戸

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
佐渡市から早期整備の強い要望がある。

災 害 発 生 時 の 影 響 過 去 の 災 害 実 績 災 害 発 生 の 危 険 度
地 域 の

協 力 体 制

災 害 時
の 情 報
提 供 体

制

代 替 え
案 等 の
可 能 性

自 然 環 境 ・
文 化 財 等

唯 一 の 生
活 道 路
（主 要 地
方 道 佐 渡
一 周 線 ） 、
佐 渡 市 役
所 相 川 支
所 、 大 佐
渡 開 発 総
合 セ ン

タ ー 、 佐 渡
市 相 川 体

育 館

佐 渡 西
警 察 署

大 佐 渡 開 発
総 合 セ ン

タ ー
1 .5 m

外 洋 に 直 接 面
し て い る

清 掃 活 動
地 域 防 災

訓 練
有

離 岸
堤 、
人 工
リ ー フ
検 討

大 間 港
（佐 渡 世
界 遺 産
資 産 候
補 ） ）

代 替 え
案 等 の
可 能 性
検 討

自 然 環 境
へ の 効 果

愛 護 ・ 防
災 等 の 活
動 状 況

耐 震 点
検 に よ
る 危 険
箇 所 延

長
（ 大 ）

災 害 の 危 険 性
の 高 い 自 然 条

件

当 該 地 域
に 対 す る

影 響

広 域 的
な 影 響

激 甚 災
害 の 発

生

過 去 1 0年 間
の 災 害 実 績

計 画 波
浪 に 対
す る 越
波 高

（ 大 ）

文 化 財
等 の 地
域 遺 産
へ の 影

響

ｾ ﾞ ﾛ ﾒ ｰ ﾄ ﾙ
地 帯 内
の 戸 数
（ 大 ）

ﾊ ｻ ﾞ ｰ ﾄ ﾞ
ﾏ ｯ ﾌ ﾟ の
整 備 ・
公 表 の
有 無



箇所名：伊福海岸高潮対策事業
い ふ く

１．事業の概要

１）位 置：佐賀県藤津郡太良町
ふじつぐんたらちょう

２）延 長：0.5km

３）総事業費：4.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
護岸の嵩上げ等を実施することにより、背後地の保全を図る。

２）必要性：
本地域は台風の常襲地帯であり、海岸背後には国道207号が通り、宅地が立地し
ており、高潮被害や道路交通への支障がたびたび生じている。また、国道207号は
地域における唯一の生活道及び災害時の避難路として重要な路線であることから、
地域住民の安全確保や地域間の交通・物流を確保するため、早期に海岸保全施設
を整備し、越波被害を防止する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.9億円 3.7億円 1.6

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：5.9億円
【主な根拠】浸水防護面積：4.4ha

浸水防護戸数：7戸

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
太良町から早期整備の強い要望がある。

災害発生時の影響 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体制

災害時の
情報提供
体制

唯一の生活
道路

国道
207号

86% 台風の常襲地帯
広域幹線
道路

防災訓練
清掃活動

有

ｾ゙ ﾛﾒー ﾄﾙ地
帯内の戸
数（大）

計画波浪
に対する
越波高
（大）

ﾊｻ゙ ﾄー゙ ﾏｯ
ﾌ゚ の整
備・公表
の有無

当該地域に
対する影響

広域的な
影響

地域の振興計画
への位置付け

災害危険
性が地域
発展の制

約

愛護・防災
等の活動状

況

耐震点検
による危
険箇所延
長（大）

災害の危険性の高
い自然条件



箇所名：北海道海岸耐震対策緊急事業（白糠海岸）
しらぬか

１．事業の概要

１）位 置：北海道白糠郡白糠町
しらぬかぐんしらぬかちょう

２）延 長：約0.8km

３）総事業費：約11億円

２．目的及び必要性

１）目 的：

地震時における既設護岸の耐震化を図り、津波による浸水被害を軽減し、背後地
の保全を図る。

２）必要性：
当海岸の背後は家屋等が集積しているとともに、災害救護活動の拠点となる消防
署や病院といった地域中枢機能を有している。また日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震防災対策推進地域に指定されているが、既設護岸は耐震性が確保されてい
ないとともに、築造から約40年経過しており、護岸の亀裂や吸い出しによる沈下
が多く存在しており、機能の低下が著しいことから、早期に海岸保全施設を整備
し、背後地の保全を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果

治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。
便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）

22億円 9.8億円 2.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：22億円
【主な根拠】浸水防護面積：31ha、浸水防護戸数292戸

４．検討

以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き

平成21年度 事業着手

６．関係者の意見

白糠町から早期整備の強い要望がある。

災 害 発 生 時 の 影 響 災 害 発 生 の 危 険 度
地 域 の

協 力 体 制
事 業 の
緊 急 度

災 害 時
の 情 報
提 供 体

制

代 替 え
案 等 の
可 能 性

ラ イ フ ラ イ
ン （ 国 道 3 8
号 ）

直 轄 国
道 （ 国
道 3 8
号 ）

1 0 0 %
外 洋 に 直 接 面 し
て い る ・ 近 年 の
地 震 、 津 波 発 生

防 災 訓
練 ・ 自 主
防 災 活 動

H 1 8 . 1 1
H 1 9 . 1
津 波 警 報 に
よ る 避 難 勧
告

有

既 設 腹 付
け 、 緩 傾
斜 護 岸 、
前 出 し 工
法 と 比 較
検 討

計 画 波
浪 に 対
す る 越
波 高

（ 大 ）

ｾ ﾞ ﾛ ﾒ ｰ ﾄ ﾙ
地 帯 内
の 戸 数
（ 大 ）

耐 震 点
検 に よ
る 危 険
箇 所 延

長
（ 大 ）

災 害 の 危 険 性
の 高 い 自 然 条

件

当 該 地 域
に 対 す る

影 響

広 域 的
な 影 響

ﾊ ｻ ﾞ ｰ ﾄ ﾞ
ﾏ ｯ ﾌ ﾟ の
整 備 ・
公 表 の
有 無

代 替 え
案 等 の
可 能 性
検 討

愛 護 ・ 防
災 等 の 活
動 状 況

過 去 3 箇
年 の 災
害 実

績 、 避
難 勧 告
の 有 無



）箇所名：青森県海岸耐震対策緊急事業（泊海岸
とまり

１．事業の概要

１）位 置：青森県上北郡六ヶ所村
かみきたぐんろっかしょむら

２）延 長：0.9km

３）総事業費：約3.9億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
地震時における既設堤防護岸の耐震化を図り、津波による浸水被害を軽
減し、背後地の保全を図る。

２）必要性：
泊海岸の背後は人家が集中し、また、国道338号が平行している。また日本海溝・
千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域に指定されているが、護岸は昭和40年
代に築造したもので、老朽化により損傷が著しく機能が低下している。
地震時には、砂の液状化による既設堤防のすべり破壊を起こすことことから、早
期に海岸保全施設を整備し、背後地の保全を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
4.2億円 3.7億円 1.1

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：4.2億円
【主な根拠】浸水防護面積：7ha、浸水防護戸数：66戸

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
六ヶ所村から早期整備の強い要望がある。

災害発生時の影響 災害発生の危険度 地域開発等の程度

災害時
の情報
提供体

制

ライフラ
イン（国
道338
号）

幹線道
路（国
道338
号）

100%
外洋に直接面

している
村道計画 整備中

地域の振興
計画への位

置付け

耐震点
検によ
る危険
箇所延

長
（大）

災害の危険性
の高い自然条

件

当該地域
に対する

影響

広域的
な影響

計画波
浪に対
する越
波高

（大）

災害危
険性が
地域発
展の制

約

ｾﾞﾛﾒｰﾄﾙ
地帯内
の戸数
（大）

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無



箇所名：東京都海岸堤防等老朽化対策緊急事業 前浜海岸）（
まえはま

１．事業の概要

１）位 置：東京都利島村
としまむら

２）延 長：0.2km

３）総事業費：2.6億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
海岸保全施設は築造から40年ほど経過し老朽化が進んでおり、機能低下により甚
大な被害が発生するおそれがあるため、海岸保全施設を整備し背後地の保全を図
る。

２）必要性：
当海岸の背後には利島村で唯一の生活道路である都道が通っている。
既設護岸は築造後40年ほど経過しており、機能の低下が著しく低下している。ま
た護岸高さも不足していることから、早期に海岸保全施設を整備し、背後地の保
全を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
9.1億円 4.5億円 2.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】侵食防護便益：0.22億円

海岸利用便益：8.9億円
【主な根拠】侵食防護面積：0.84ha

海岸利用人数：861人/年

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
利島村から早期整備の強い要望がある。

過 去 の 災 害 実 績 災 害 発 生 の 危 険 度
地 域 の

協 力 体 制

災 害 時
の 情 報
提 供 体

制

護 岸 被 災
外 洋 に 直 接 面
し て い る 。

清 掃 活 動 整 備 中

愛 護 ・ 防
災 等 の 活
動 状 況

耐 震 点
検 に よ
る 危 険
箇 所 延

長
（ 大 ）

災 害 の 危 険 性
の 高 い 自 然 条

件

激 甚 災
害 の 発

生

過 去 1 0 年 間
の 災 害 実 績

計 画 波
浪 に 対
す る 越
波 高

（ 大 ）

ｾ ﾞ ﾛ ﾒ ｰ ﾄ ﾙ
地 帯 内
の 戸 数
（ 大 ）

ﾊ ｻ ﾞ ｰ ﾄ ﾞ
ﾏ ｯ ﾌ ﾟ の
整 備 ・
公 表 の
有 無



【 】

岡山県
中国地方整備局 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課

事業採択 完了 平成25年度

担当課長名

担当課

　当海岸の既設の護岸は、明治～昭和54年にかけて築造された石積護岸であるが、老朽化が著しく、吸い出し
により背後地盤が陥没する被害が発生しており、このまま放置した場合、施設が崩壊する危険性がある。
　このため、老朽化した護岸を改良することにより、海岸保全施設の機能強化を図る。

新規事業採択時評価個票

カルテ表示項目

検索対象都道府県（複数可）

岡山県

事業名（箇所名）
北木島港海岸
老朽化対策緊急事業

岡山県笠岡市

梶谷　則正

事業
主体

感度分析

EIRR（%）

楠・大浦地区　　護岸（改良）

事業期間

便益の主な根拠

主な事業の諸元

2.19.8

総事業費（億円） 5.2

海岸保全施設の機能強化を図ることにより、高潮による背後地の浸水被害を防止することができる。

総括コメント

事業の効果等

その他

（その他の指標による評価）

・当該地域の施設は、明治～昭和40年代にかけて築造された石積護岸であり、老朽化による施設の機能低下
が著しく、災害発生の危険性が高い。
・当該地域は、平成16年8月の台風により浸水被害が発生しており、再度災害防止を図る必要がある。
・当該施設の背後には、地域住民にとって重要な交通網である県道が存在しており、事業の実施により高潮時
における交通障害を防止することができる。

・当該施設は老朽化が進行しており、事業の実施は緊急を要する。
・事業便益は１を上回っている。
・上記（その他欄）に示すように、貨幣換算出来ない効果も期待出来る。
以上より、本事業の実施は妥当である。

　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業費
便益　　　（-10%～+10%）　→B/C（1.8～2.3）
建設費　 （-10%～+10%）　→B/C（2.3～1.9）
事業期間（-10%～+10%）　→B/C（2.1～2.0）

9.2

平成 20 年度

5.04.8

浸水防護面積：8.0ha
浸水防護戸数：37戸

C：総費用（億円） B/C B-C

港湾 海岸事業

事業全体の投資効率
性

基準年度

B：総便益（億円）

平成21年度

目的・必要性

実施箇所

平成20年度



【 】

川崎　俊正

阿佐地区　　護岸（改良）

完了 平成23年度

年度

港湾 海岸事業

平成 20

EIRR（%）

（その他の指標による評価）

・護岸背後にある公共施設である公民館等の浸水被害を防止することができる。
・護岸背後の道路は、同地区への唯一の連絡道路であるため、護岸が崩壊した場合には、同地区が孤立し、
住民生活へ甚大な被害を与える。
・当海岸のある座間味島は多数の観光客が訪れる島であり、護岸が崩壊した場合、地域経済に与える影響は
甚大である。

・当該施設は老朽化が進行しており、事業の実施は緊急を要する。
・事業便益は１を上回っている。
・上記（その他欄）に示すように、貨幣換算出来ない効果も期待出来る。
以上より、本事業の実施は妥当である。

1.1

感度分析

浸水防護面積：1.1ha
浸水防護戸数：33戸

C：総費用（億円） B/C B-CB：総便益（億円） 0.68

　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業費
便益　　　（-10%～+10%）　→B/C（1.4～1.8）
建設費　 （-10%～+10%）　→B/C（1.8～1.5）
事業期間（-10%～+10%）　→B/C（1.6～1.6）

事業全体の投資効率
性

基準年度

主な事業の諸元

沖縄総合事務局　開発建設部　港湾計画課

当該事業を実施することで、高潮等による浸水被害に対する必要な防護機能が確保されることにより、当該地
域住民の安全・安心の確保が図られる。

総括コメント

事業の効果等

その他

目的・必要性

担当課

実施箇所

0.45

　当該地区の施設は、築造後約50年が経過し、長年にわたる台風等の影響により老朽化した護岸の基礎部分
が侵食、吸い出しを受け、背後の水叩きが陥没している状況であることから、そのまま放置した場合、護岸が崩
壊する危険性が高い。また、これまで大規模な台風等によって著しい浸水被災を受けており、今後も高潮等に
よる浸水被害が懸念されている。
　このため、老朽化した護岸を改良し、背後地域住民の安全・安心を確保する。

事業期間

便益の主な根拠

1.7

総事業費（億円） 0.70

事業採択 平成21年度

7.6

平成20年度

新規事業採択時評価個票

カルテ表示項目

検索対象都道府県（複数可）

沖縄県

事業名（箇所名）
安護の浦港海岸
老朽化対策緊急事業

沖縄県座間味村

事業
主体

沖縄県
担当課長名



新規事業採択時評価結果（平成２１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般国道304号 高宮
たかみや

バイパス 
事業 

区分 
 一般国道 

事業 

主体 
 富山県 

起終点 
自：富山

と や ま

県南砺
な ん と

市荒木
あ ら き

 

至：富山
と や ま

県南砺
な ん と

市吉江
よ し え

野
の

 
延長  L=1.7km 

事業概要  

一般国道304号は、起点＿石川県金沢市森本から終点＿富山県南砺市下梨に至る総延長48㎞の主要幹線道路で

あり、北陸自動車道(森本IC)及び東海北陸自動車道(福光IC)の連絡道路としての役割や南砺市と金沢市との生

活・産業・文化など様々な活動の交流支援や連携強化を図るための道路としての役割を持っている。 

高宮バイパスは、交通障害の解消・安全性の向上、広域観光周遊ルート構築を目的とした南砺市荒木地内から

南砺市吉江野地内までを結ぶ延長1.7㎞の2車線道路である 

事業の目的、必要性  

高宮バイパスは、 

・現国道304号の混雑緩和（近接・並走するＪＲ城端線踏切部で発生する交通障害の解消）。 

・現国道304号の交通死傷事故の低減。 

・環状道路を形成するとともにＪＲ城端線で分断された地域の一体化。 

等を目的とする。 

 

全体事業費 30億円 計画交通量 8,900台／日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

・高宮バイパスに関係する荒木、高宮及び吉江野の３部落の代表、沿線にある工場事業主ならびに南砺市等が

結集して、事業推進協議会が結成。早期整備の要望がされている。 

・国道３０４号整備促進期成同盟会から、早期整備の要望がされている。 

 
事業採択の前提条件  

費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

 地元の団体等から早期整備の要望を受けており、円滑な事業執行の環境が整っている。 

事業評価結果 

 

総費用 24億円 総便益 35億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．５ 
事業費：       23億円 

維持管理費：    0.73億円 

走行時間短縮便益： 38億円 

走行費用減少便益： -3.2億円 

交通事故減少便益： -0.13億円 

平成２０年 

交通量変動 B/C=1.3 （交通量   90％） B/C=1.6 （交通量   110％） 

事業費変動 B/C=1.6 （事業費   90％） B/C=1.3 （事業費   110％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.4 （事業期間   -2年） B/C=1.5 （事業期間   ＋2年） 

評価項目 評価 根拠 

交通集中による現道区間の混雑を緩和する。 

渋滞対策 ○ 

【渋滞損失時間の改善】 

【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】 

整備前56,527人・時/(年・㎞) → 整備後16,118人・時/(年・㎞) 

 富山県平均：19,210人・時/(年・㎞)

【渋滞度曲線】 

【その他の特徴】 
※データは県内平均・全国平均と比較すること

バイパスの整備により現道区間の事故率減少 

事故対策 ◎ 
【死傷事故率】510.1件/億台キロ（現況） 

富山県平均：約 83.5件／億台キロ（約6.1倍） 

全国平均 ：約118.4件／億台キロ（約4.3倍） 

【事故率曲線】富山県内センサス区間の上位500以内に含まれる 

【その他の特徴】富山県内国道304号線中第4位の死傷事故率区間である。 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 現道は片歩道で幅員も狭小しており、小学生や中高校生の自転車が通学で利用しており、バ

イパス整備により、安全な歩行区間を確保する。 

住民生活 ○
第三次医療施設である厚生連高岡病院までのアクセス時間が短縮され、安全で安心できる暮

らしが確保される。(荒木地区～厚生連高岡病院の所要時間30.9分→29.6分(5%の時間短縮))

地域経済 ○
3.4.1号小林栄町線とのアクセスにより、小林工業団地までのアクセスが向上し、工場誘致な

ど地域振興の促進が期待される。（小林工業団地～福光ICまでの所要時間5.3分→3.7分) 

災 害 －

環 境 ○
CO2排出量の削減(南砺市内) 約8,600t-CO2/年→約8,200t-CO2/年 約400t-CO2/年削減 

NO2、SPM削減により、現道の沿線環境が改善される。(NO2→6%削減、SPM→3%削減) 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
3.4.1号小林栄町線とのアクセスにより、福光市街地の環状道路一部を形成し、市街地から福

光ICまでのアクセス時間が短縮され、地域住民のアクセス性が向上する。（福光市街地～福

光ICまでの所要時間6.9分→5.1分) 

事業実施環境 －
 

 

 

採択の理由 
事業主体である富山県が実施した評価結果に基づけば、費用便益が1.5と便益が費用を上回っているとともに、

地元の推進体制も整っていることから、事業採択の前提条件が確認でき、また、当該事業の実施により、現道と

鉄道の隣接による通行障害を解消し交通事故を削減するとともに、環状道路の形成により地域の利便性の向上が

図られる等から事業効果は高いと判断できる。 

 さらには、平成20年7月5日に東海北陸自動車道が全線開通することにより、中京圏からの観光客も増加し、福

光ICまでのアクセス向上を図る必要がある。 

 以上により、本事業を採択した。 
 

担 当 課：道路局国道・防災課 

担当課長名：深澤 淳志     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

一般国道 304 号 高宮バイパス 
Ｌ=1.7 ㎞ 

小林地区 



新規事業採択時評価結果（平成２１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般県道 南浦金
な ん ぽ こ ん

光
こう

線 
事業 

区分 
地方道 

事業 

主体 
岡山県 

起終点 
自：岡山

おかやま

県浅口
あさくち

市金光
こんこう

町大谷西
おおたににし

 

至：岡山
おかやま

県浅口
あさくち

市金光
こんこう

町佐方
さ が た

 
延長 １．７ｋｍ 

事業概要  

一般県道南浦金
な ん ぽ こ ん

光
こう

線は、一般県道玉島
たましま

黒崎金
くろさきこん

光
こう

線と一般県道東
ひがし

安倉鴨
あ く ら か も

方
がた

線を東西に結ぶ約2.5㎞の道路であ

り、玉島
たましま

笠岡
かさおか

道路の金光ＩＣ(仮称)アクセス道路として、又、救急医療等の地域格差の是正及び玉島
たましま

笠岡
かさおか

道路

供用時における本線と一体となった渋滞対策を目的として整備するものである。 

事業の目的、必要性  

・玉島
たましま

笠岡
かさおか

道路の金光ＩＣ(仮称)と直結し、周辺施設等から広域交通等の集約と、高規格な道路へのアクセス

向上を図る。 

・玉島
たましま

笠岡
かさおか

道路との一体整備で国道2号から玉島
たましま

笠岡
かさおか

道路への大幅な交通転換を促進し、渋滞対策を図る。 

・急速に高齢化が進展する旧寄島
よりしま

町において、救急医療施設への搬送時間短縮など、地域格差の是正を図る。

全体事業費 ２１億円 計画交通量 ６,０００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

広域・地域間交流を担う道路として「浅口市総合計画」（平成19年3月）に位置づけられており、浅口市長か

ら早期整備の要望を毎年受けている。 

 また、平成18年3月に合併した新浅口市に対する合併支援事業であり、一体性の確保のため各地域間の交流・

連携に寄与する本事業に対する期待は大きい。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益：便益が費用を上回っている。 

・円滑な事業執行の環境：都市計画決定済み。（都決日：Ｈ12.8.29） 

 

事業評価結果 

 

総費用 １９億円 総便益 ２７億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．４ 
事 業 費： 18億円 

維持管理費： 0.50億円 

走行時間短縮便益： 19億円 

走行経費減少便益： 5.7億円 

交通事故減少便益： 2.1億円 

平成２０年 

交通量変動 B/C=1.3 （交通量-10％） B/C=1.5 （交通量+10％） 

事業費変動 B/C=1.6 （事業費-10％） B/C=1.3 （事業費+10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.5 （事業期間-20％） B/C=1.3 （事業期間+20％） 

評価項目 評価 根拠 

市街地部の通過交通を転換させることにより、渋滞の緩和が見込まれる。 

渋滞対策 ○ 玉島笠岡道路と一体的な渋滞対策を図る。 

佐方交差点 244千人時間/年km ⇒ 115千人時間/年km 

（岡山県平均渋滞損失時間15.5千人時間/年km） 

市街地部の交通集中に起因する交通事故の減少が見込まれる。 

事故対策 ○ 佐方交差点死傷事故率336.0件/億台キロ 

（岡山県平均死傷事故率124.4件/億台キロの約３．３倍） 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

住民生活 ◎
旧寄島町から救急告示病院(金光病院)への時間短縮 

（所要時間22分→16分(6分短縮)） 

地域経済 ○
計画中の浅口市工業団地から山陽自動車道鴨方ＩＣへのアクセス向上 

（所要時間12分→9分(3分短縮)） 

災 害 － 注目すべき影響はない。 

環 境 ○

交通の分散による走行速度の向上により、大気汚染物質の削減が図られる。 

・ Co2：250(t-CO2/年)削減 

・ Nox：0.6(t-NOx/年)削減 

・ SPM：0.1(t-SPM/年)削減 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ◎ 平成18年3月に合併した新浅口市の各地域間の交流・連携の推進に寄与する。 

事業実施環境 ○
平成１２年８月に都市計画決定済みであり、これまでに地元説明会等を実施し、 

事業に対する地元了解や浅口市の協力等、円滑な事業実施環境が整っている。 

 

採択の理由 
 事業主体である岡山県が実施した評価結果に基づけば、費用便益比が１．４と便益が費用を上回っており、事

業採択の前提条件が確認できる。 

 また、現況渋滞損失時間や現況死傷事故率等の低減、平成18年3月に合併した新市(浅口市)の交流・連携を推

進に寄与するなど、当該事業の整備の必要性・社会全体への効果は高いと判断できる。 

 以上より本事業を採択した。 
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担 当 課：中国地方整備局地域道路課

担当課長名：内海 一幸       

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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新規事業採択時評価結果（平成２１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 主要地方道 桟原小茂田
さ じ き ば ら こ も だ

線 上見坂
か み さ か

工区 
事業 

区分 
地方道 

事業 

主体 
長崎県 

起終点 
自：長崎

ながさき

県対馬
つ し ま

市厳原町北里
いづはらまちきたざと

 

至：長崎
ながさき

県対馬
つ し ま

市厳原町若田
いづはらまちわかた

 
延長 ２．７ｋｍ 

事業概要  

桟原小茂田線は、対馬市厳原町桟原から同町小茂田に至る延長18㎞の対馬下島における主要な幹線道路であ

る。下島全体が山岳地帯で起伏が厳しい中にあって、本路線は標高350ｍの峠を越える横断軸となるものであり、

西沿岸地区住民にとって、島の玄関口となる、空港・港や行政・商業地が集まる東沿岸地区とを連絡する重要

な道路である。そのため、1.9㎞のトンネル建設により約7.3㎞の距離短縮を行なうと共に、路線全体の未改良

区間の解消（２車線整備済み）を図る。 

事業の目的、必要性  

路線全体のうち、東西沿岸域の８㎞は道路整備済み区間であるが、残り10㎞は峠越えの急カーブ・急勾配が

連続する。このため、救急救命活動はもとより、通勤・通学等の日常生活へ支障をきたし、また、地域産業の

発展を大きく阻害する要因となっている。 

このため、トンネルを中心とした道路整備により、住民の生命を守り、暮らしに安心感を与え、さらには、

地域経済の発展に貢献できることを目的に道路整備を行なう。 

全体事業費 ５０億円 計画交通量 １，３００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 
対馬市佐須坂トンネル整備促進協議会より佐須坂トンネルの早期整備について要望されている。 

 
事業採択の前提条件  

便益が費用を上回っている。 

沿線自治体や地元協議会から早期整備の要望を受けており、円滑な事業執行が可能な環境となっている。 

 

事業評価結果 

 

総費用 ４３億円 総便益 ４６億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．１ 
事 業 費：       42億円 

維持管理費：     0.28億円 

走行時間短縮便益：   42億円 

走行経費減少便益：  2.6億円 

交通事故減少便益：  1.3億円 

平成２０年 

交通量変動 B/C=1.0 （交通量   -10％） B/C=1.2 （交通量   +10％） 

事業費変動 B/C=1.0 （事業費   +10％） B/C=1.2 （事業費   -10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.0 （事業期間   +2年） B/C=1.2 （事業期間   -2年） 

評価項目 評価 根拠 

 

渋滞対策 －
注目すべき影響はない 

 

事故対策 －
注目すべき影響はない 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

住民生活 ○
・第二次救急医療施設対馬厳原病院への搬送時間短縮に寄与する。 
（小茂田地区～対馬厳原病院３２分→１７分） 

地域経済 ○
・小茂田地区から重要港湾厳原港への所要時間短縮に寄与する。（３２分→１７分)
・小茂田地区から対馬空港への所要時間短縮に寄与する。（４５分→２９分) 

災 害 ○
・H17 防災点検(要対策箇所)２箇所の解消に寄与する。 
・冬季交通障害区間(路面凍結による交通規制箇所(7 回/年[H17])の解消に寄与する。

環 境 ○ ・ＣＯ２排出量の削減 ６８５t-CO2／年  

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
・主要な観光施設へのアクセス向上に寄与する。 
（効率的な観光ルートの形成が図られる。） 

事業実施環境 ○
・「対馬市佐須坂トンネル整備促進協議会」より強い要望があり、整備促進に対して

協力的である。 
・特別立法（離島振興法）に基づく事業である。 

 

採択の理由 
事業主体である長崎県が実施した評価結果に基づけば、費用便益比が１．１と便益が費用を上回っており、事

業採択の前提条件が確認できる。 

また、重要港湾である厳原港の利便性の向上、防災点検要対策箇所の解消、第二次救急医療施設対馬厳原病院

への搬送時間短縮など、当該事業の整備の必要性・社会全体への効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業を採択した。 

 
 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

担 当 課：九州地方整備局地域道路課 

担当課長名：春田 義信        
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第二鎌倉道踏切

新規事業採択時評価結果（平成２１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 都市計画道路
と し け い か く ど う ろ

 腰越大船線
こしごえおおふなせん

他１
ほかいち

 
事業 

区分 
 街路 

事業 

主体 
 神奈川県 

起終点 
神奈川県鎌倉市台
か な が わ け ん か ま く ら し だ い

二丁目 

神奈川県鎌倉市小袋谷
か な が わ け ん か ま く ら し こ ぶ く ろ や

一丁目 
延長 ０．５ｋｍ  

事業概要  

都市計画道路3・5・7号腰越大船線は国道１３４号を起点とし、県道３０１号（大船
おおふな

停 車 場
ていしゃじょう

）を終点とする

延長約５ｋｍの都市計画道路です。 

本事業は、既に完成している起点側から引き続き、終点部の約０．５ｋｍ区間について、整備するものです。

事業の目的、必要性  

都市計画道路3・5・7号腰越大船線は、腰越と大船を南北に縦断する幹線街路として市内主要拠点との連絡道

路の役割や交通渋滞の解消といった役割を担っています。当区間は、ＪＲ大船駅と大船地域を結ぶ主要なバス

路線でもあり、既設のJR横須賀線を跨ぐ小袋谷跨線橋（鎌倉市道）は、築造後70年以上経過した老朽橋である

ことや幅員が狭いことから、地震対策や交通安全対策の観点より早期の事業実施が必要です。 

 

全体事業費   ４５億円 計画交通量 １１，５００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

「鎌倉市都市マスタープラン」において交通結節点である駅を中心とした一体的なまちづくりとして、鉄道で

分断された道路網を強化する路線に 位置づけられています。 

また、既設の小袋谷跨線橋（鎌倉市道）は、築造後70年以上経過した老朽橋であることや幅員が狭いことか

ら、地震対策や交通安全対策の観点より早期の事業実施が望まれています。 

 
事業採択の前提条件  

・ 便益が費用を上回っている。 

・ 既に都市計画決定されており、円滑な事業執行の環境が整っている。 

事業評価結果 

 

総費用 38億円 総便益 47億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．２ 
事業費：      38億円 

維持管理費：    0.26億円 

走行時間短縮便益：   32億円 

走行経費減少便益：   5.3億円 

交通事故減少便益：   9.7億円 

平成２０年 

交通量変動 B/C=1.1 （交通量  -10％） B/C=1.4 （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=1.4 （事業費  -10％） B/C=1.1 （事業費  +10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.2 （事業期間 -20％） B/C=1.2 （事業期間 +20％） 

評価項目 評価 根拠 

 

渋滞対策 ― 

【渋滞損失時間の改善】 

【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】 

 

 

【渋滞度曲線】 

【その他の特徴】 

 

事故対策 ○ 

【死傷事故率】              （死傷事故率比（県内平均比）      ）

                （事故率曲線における位置：         ）

【その他の特徴】 

既設跨線橋には歩道がなく、歩道が整備されることにより事故対策が図れる。 

（既設跨線橋事故件数 １３件/３年） 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ◎ 
歩道が整備されることにより、歩行者・自転車の快適性・安全性が向上する。 

歩行者ボトルネック踏切の緩和（田園踏切）が図れる。 

（踏切歩行者交通遮断量 約23,000人/日） 

住民生活 ○
大船地域におけるバスの利便性が向上する。 

（現道：約３０本/ピーク時） 

地域経済 ○
既設跨線橋では交差道路へのアクセスができなかったものが、本事業により、跨線橋

から交差道路へのアクセスが可能になり、道路網が強化され、地域の活性化が図れる。

災 害 ◎ 既設跨線橋は７０年以上経過した老朽橋であり、架替により災害対策が図れる。 

環 境 ○ 走行時間短縮による、CO2等の削減。 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
大船駅への利便性が向上する。 

 

事業実施環境 ○
平成１９年１０月に策定した「かながわのみちづくり計画」において１０年以内に供用する

路線に位置づけている。 

 

採択の理由 
・事業主体である神奈川県が実施した評価結果に基づけば、費用便益比が１．２と便益が費用を上回っており、事

業採択の前提条件が確認できる。 

・また、現道はＪＲ横須賀線を跨ぐ７０年以上経過した老朽橋で歩道も無いため、本線の供用により、安全で円

滑な交通の確保等が図れることから、事業の必要性・効果は高いと判断される。 

以上より、本事業を採択した。 

 
 

担 当 課：都市・地域整備局街路交通施設課   

担当課長名：松井 直人             

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

神 奈 川

要望箇所 



未着手箇所
渋滞ポイント

凡　例
Ｈ２１新規箇所
事業中箇所

新規事業採択時評価結果（平成２１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 都市
と し

計画
けいかく

道路
ど う ろ

 西脇
にしわき

山口
やまぐち

線
せん

（園部
そ の べ

・六十谷
む そ た

） 
事業 

区分 
 街路 

事業 

主体 
 和歌山県 

起終点 
起点：和歌山県

わ か や ま け ん

和歌山市
わ か や ま し

園部
そ の べ

 

終点：和歌山県
わ か や ま け ん

和歌山市
わ か や ま し

直川
のうがわ

 
延長  １．９km 

事業概要  

都市計画道路西脇
にしわき

山口
やまぐち

線は、和歌山市北部における東西の幹線軸となる延長約１６．８ｋｍの重要路線である。

本事業は、交通渋滞の解消及び安全な歩行空間の確保のため、延長１．９ｋｍにおいて幅員２５ｍ（４車線）

の整備を行うものである。 

事業の目的、必要性  

 本路線は和歌山市長期総合計画において市内外環状道路に位置づけされている重要路線である。 

本事業区間は慢性的な渋滞が発生しており、特に【六十谷
む そ た

交差点】及び【六十谷
む そ た

駅前
えきまえ

交差点】は渋滞ポイン

トに位置付けされている。また、現道をＪＲ六十谷
む そ た

駅の乗降客らが多数利用するが、歩道がなく歩行者と車が

錯綜している状況である。 

このため、本事業の整備により、交通渋滞の解消を図るとともに安全な歩行空間を確保するものである。 

全体事業費 １４８億円 計画交通量 23,300～31,800台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 地元自治会より本路線の渋滞解消を求める早期整備の要望を受けている。 

 
事業採択の前提条件  

 便益が費用を上回っている。 

 都市計画決定済み。 

 円滑な事業執行の環境が整っている。 

事業評価結果 
 

総費用 １３６億円 総便益 １６１億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．２ 
事業費： 136億円 

維持管理費： 0.47億円 

走行時間短縮便益： 128億円 

走行経費減少便益： 23億円 

交通事故減少便益： 9.7億円 

平成２０年 

交通量変動 B/C=１．３ （交通量 ＋１０％） B/C=１．１ （交通量  －１０％） 

事業費変動 B/C=１．１ （事業費 ＋１０％） B/C=１．３ （事業費  －１０％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=１．１ （事業期間 ＋１０％） B/C=１．２ （事業期間 －１０％） 

評価項目 評価 根拠 

事業実施により渋滞の解消が図られる。 

渋滞対策 ◎ 

【渋滞損失時間の改善】 

970,341人時間/年（和歌山県平均：75,724人時間/年） 

【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】 

144,827人時間/年･km（和歌山県平均：14,023人時間/年･km） 

【渋滞度曲線】和歌山県内センサス区間の上位１割に含まれる。 

【その他の特徴】渋滞ポイントの解消（六十谷
む そ た

交差点、六十谷
む そ た

駅前
えきまえ

交差点） 

事業実施により当該区間の事故減少が見込まれる。 

事故対策 ◎ 
【死傷事故率】342件/億台キロ（H15～H18現況） 

死傷事故率比（県管理道路平均比）=4.4 

       死傷事故率比（全国平均比）=3.1 

【その他の特徴】事故危険箇所２箇所が含まれる。 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 幅の広い歩道が整備され、良好な歩行空間が確保される。（両側歩道、幅員：４．５ｍ） 
 

住民生活 ○
和歌山市北部と中心部を連絡するバス路線の定時制確保及び利便性の向上が図られる。 

 

地域経済 ○
事業中の第二阪和国道に連結しており、大阪方面への物流の効率化が図られる。 

 

災 害 ○
第二次緊急輸送道路に指定されており、災害時の輸送道路としての確実性の向上が図られる。

 

環 境 ○
慢性的な渋滞の解消が図られることにより、ＣＯ２排出量の削減が見込まれる。 

 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
日常活動圏である和歌山市中心部へのアクセス向上が図られる。 

 

事業実施環境 ○
和歌山市長期総合計画において市内外環状道路に位置づけされている。 

 

 

採択の理由 
事業主体である和歌山県が実施した評価結果に基づけば、費用便益費が１．２と便益が費用を上回っており、事

業採択の前提条件が確認できる。 

和歌山市長期総合計画で市内環状道路に位置づけられている重要路線である。 

慢性的な交通渋滞が解消されるとともに、周辺小学校等に通学する学童や駅利用通行者の安全確保が図られる。

以上より、本事業を採択した。 
 

担 当 課：近畿地方整備局 都市整備課  

担当課長名：奥田 謁夫          

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

N

位置図

事業箇所
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南海和歌山市駅
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ＪＲ和歌山駅

ＪＲ六十谷駅

六十谷交差点
六十谷駅前交差点



新規事業採択時評価結果（平成２１年度新規着工準備箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 
南海
なんかい

電気
で ん き

鉄道
てつどう

南海
なんかい

高野
こ う や

線
せん

連続立体交差事業 

（浅香山駅
あさかやまえき

 ～ 堺 東 駅
さかいひがしえき

付近
ふ き ん

） 

事業 

区分 
 街 路 

事業 

主体 
 堺 市 

起終点 
自；大阪府

お お さ か ふ

堺市
さかいし

堺区
さかいく

遠里
お り

小野町
お の ち ょ う

 

至；大阪府
お お さ か ふ

堺市
さかいし

堺区
さかいく

榎
えのき

元町
もとまち

 
延長  約 3.0 Km 

事業概要  

本事業は、南海高野線の浅香山駅～堺東駅付近の約 3.0Km において鉄道を立体化させることにより、10 箇所

の踏切（うち開かずの踏切 2 箇所、ボトルネック踏切 1 箇所）を除却し、都市交通の円滑化を図るとともに、

分断された市街地の一体化による都市の活性化を図る事業である。 

事業の目的、必要性  

本事業区間は、浅香山駅から堺東駅付近に位置し、区間内にある踏切 10 箇所のうち、2 箇所が開かずの踏切、

1 箇所がボトルネック踏切である。また、都市計画道路 2 箇所で交差しているが、うち 1 箇所は未整備であり、

道路ネットワーク形成上の課題となっている。  
そのような状況から、交通渋滞や地域分断解消のための抜本的な対策が求められている。本事業では、当該

区間を立体化し、円滑な道路交通の確保や一体的なまちづくり、踏切事故の解消に加え、都市計画道路や駅前

広場の整備、交通結節点機能の強化等により、地域の活性化を図るものである。 
全体事業費   500 億円 踏切交通遮断量 約190,000 台時／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  

  

 
関係する地方公共団体等の意見  

 

浅香山３号踏切等で渋滞が慢性化し、周辺の市街地にも影響を及ぼしていることから、踏切による渋滞の解

消が踏切部での交通事故防止に寄与する本事業の実施が求められている。 

 
事業採択の前提条件  

事業の効果性：便益が費用を上回っている 

事業実施環境：円滑な事業執行の環境が整っている 

事業評価結果 

 

総費用 274億円 総便益 328億円 基準年  

Ｂ／Ｃ 1.2 
事業費     :274億円 

維持管理費：0.1億円 

移動時間短縮便益：297億円 

走行経費減少便益：25億円 

交通事故減少便益：16億円 

平成20年 

交通量変動 B/C=1.0 （交通量-10％） B/C=1.3 （交通量+10％） 

事業費変動 B/C=1.3 （事業費-10％） B/C=1.0 （事業費+10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.2 （事業期間-20％） B/C=1.1 （事業期間+20 ％） 

評価項目 評価 根拠 

10箇所の踏切における渋滞の解消が図られる。 

渋滞対策 ◎ 
・ピーク時渋滞長：400ｍ（浅香山3号踏切） 

・ピーク時遮断時間：41分(浅香山3号踏切、堺東1号踏切) 

・最大踏切自動車交通遮断量：約87,000台時/日（浅香山3号踏切） 

・最大踏切歩行者等交通遮断量：約56,000台(人)時/日（堺東1号踏切） 

踏切事故の解消が図られる。 

事故対策 ◎ 
・当該区間において過去5年間の踏切事故4件 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ◎ 
踏切歩行者等交通遮断量が約21万台(人）/時（踏切10箇所合計）と非常に多く、これらの

踏切が除却されることにより、歩行者及び自転車交通の円滑化、安全性や快適性の向上が図

られる。 

住民生活 ◎
道路と鉄道が立体交差化されることにより、東西間の移動時間が短縮する。また、駅への

アクセス道路や駅前広場等が一体的に整備されることにより、交通利便性が向上する。 

地域経済 ◎
鉄道と交差する道路が整備されることにより、物流の効率化が図られる。 

道路と鉄道が立体交差化されることで東西の市街地が一体化され、地域経済の活性化が期待

できる。 

災 害 ○ 広域的な避難場所へのアクセスが向上する。 

環 境 ◎ 交通渋滞の解消により、CO2排出量の削減が期待できる。 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ◎
10箇所の踏切が除却されることにより、地域分断の解消、良好な市街地形成が図られる。

また、交通結節機能の強化が期待できる。 

事業実施環境 ◎
当該区間には10箇所の踏切があり、そのうち2箇所が開かずの踏切、１箇所がボトルネック

踏切である。そのため、沿線地域には、交通渋滞の発生や地域分断による生活の不便など様々

な課題があり、沿線住民等から道路と鉄道の立体化による踏切解消が強く求められている。

 

採択の理由 
・事業主体である堺市が実施した評価結果に基づけば、費用便益比が1.2と便益が費用を上回っており、着工準備

採択の前提条件が確認できる。 

・10箇所の踏切（開かずの踏切2箇所、ボトルネック踏切1箇所）を除却することにより、交通渋滞や踏切事故の

解消等が図られ、事業の必要性・効果は高いと判断される。 

・立体化に対する事業実施の環境が整っていると判断される。 

以上より、本事業を採択した。 
 

担 当 課：都市・地域整備局 街路交通施設課  

担当課長名：松井 直人              

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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新規事業採択時評価結果（平成２１年度新規事業化箇所） 

 

 

事業の概要 
 

事業名 都市計画道路 3.3.30号 城
じょう

山北
ざんきた

公園
こうえん

線
せん

（２
に

工区
こう く

）
事業 

区分 
街路 

事業 

主体 
島根県 

起終点 
 自：島根県

しまねけん

松江市
ま つ え し

南田
みなみた

町
まち

 

 至：島根県
しまねけん

松江市
ま つ え し

学園
がくえん

南
みなみ

二丁目
にちょうめ

 
延長 

0.42km 

（２工区） 

事業概要  

 3.3.30号城山北公園線（大手前通り）は、袖師大手前線（宍道湖通り）と国道485号（くにびき道路）

など、交通量の多い主要な幹線道路を連絡し､橋北地区の東西幹線として機能することによリ、市街地の東

西交通を円滑に処理し、快適な都市交通環境を実現するために重要な全長1,040ｍ、４車線の道路である。

（１工区(620ｍ)は既に事業化済み。 
事業の目的、必要性  

 3.3.30号城山北公園線（大手前通り）は、市街地の東西交通を円滑に処理し、朝夕の渋滞緩和に寄与す

るとともに、防災拠点を結ぶ緊急輸送道路として重要な役割を果たす。 

また、歩道は4mに広がり､また段差も解消され車椅子やべビーカーでも歩きやすい、安心・安全･快適な

歩行空間が確保されるなど、中心市街地の活性化支援等に大きく寄与するものである。 

全体事業費  ５０億円（２工区） 計画交通量 19,800台/日 

事業概要図  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

関係する地方公共団体等の意見  

 3.3.30号城山北公園線（大手前通り）は、交通混雑の緩和、中心市街地の活性化等に重要な役割を果た

すことが期待されており、地元である松江市などからも最重点項目として要望を受けている。 

 

事業採択の前提条件  

 ■便益が費用を上回っている 

 ■円滑な事業執行の環境が整っている 
 

 

                           担 当 課：中国地方整備局 都市・住宅整備課 

                           担当課長名：松井 康治            

事業評価結果 
 

総費用 42億円 総便益 51億円 基準年  

Ｂ／Ｃ 1.2 事 業 費：    42億円 

維持管理費：   0.18億円 

走行時間短縮便益：   48億円

走行経費減少便益：  3.3億円

交通事故減少便益： 0.21億円
平成20年度 

交通量変動 B/C=1.3 (交通量 ：+10％) B/C=1.1 (交通量 ：-10％) 

事業費変動 B/C=1.1 (事業費 ：+10％) B/C=1.4 (事業費 ：-10％) 

費
用
対
便
益

感度分析の結果

事業期間変動 B/C=1.2 (事業期間：+1年) B/C=1.3 (事業期間：-1年) 

評価項目 評価 根拠 

・中心市街地内の渋滞を改善する。 

渋滞対策 ○
【渋滞損失時間の改善】 

5.18万人･時間/年 ⇒ 2.83万人･時間/年（削減率：45.4％）【対象区間】 

 

事故対策 ○ ・中心市街地内を通行する歩行者や自転車による事故の減少が見込まれる。 

自

動

車

や

歩

行

者

へ

の

影

響
歩行空間 ◎

・歩道は4mに広がり､また段差も解消され車椅子やべビーカーでも歩きやすい、安

心・安全･快適な歩行空間が確保される 

住民生活 ○

・公共公益施設の利便性向上、高次医療施設へのアクセスが向上し、緊急車両によ

る搬送等における安全性・定時性の向上が見込まれる。 

地域経済 ○

・平成14年3月策定の｢松江市中心市街地活性化基本計画｣において、殿町地区は市

街地活性化の重点地区に位置付けられており、当該区間の道路整備により、中心

市街地の活性化が期待される。 

災害 ○
・周辺には、県庁､病院などの防災拠点施設や県民会館､総合体育館などの避難場所

が存在するため、防災拠点を結ぶ緊急輸送道路として機能強化が図られる。 

環境 ○ ・交通渋滞の解消により、自動車排気ガスの縮減が図られる。 

事

業

の

影

響

社

会

全

体

へ

の

影

響

地域社会 ◎
・交流や連携を促進するための地域連携強化、中心市街地活性化が図られる。 

事業実施環境 ○

・袖師大手前線（宍道湖通り）、国道９号、国道485号（くにびき道路）とあわせ

て内環状道路を構成する道路であり、放射状道路と連絡し、都心へ集中する交通

を円滑に処理することが期待される。 

採択の理由 

 事業主体である島根県が実施した評価結果に基づけば、費用便益比が１．２と便益が費用を上回ると共に、

都市計画決定（平成15年３月）されていることから事業採択の前提条件が確認できる。 

 また、市街地の渋滞の改善、歩道未改良区間の解消、中心市街地の活性化支援など、事業効果が高いと判断

できる。 

 以上より、本事業を採択した。 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

新規事業化区間 

3.3.30 号城山北公園線
全長 1040m、幅員 29ｍ(４車線)

２工区
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９
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平成２１年度新規箇所 評価結果 

 

事 業 名 ＪＲ網干駅周辺地区 都 市 名 兵庫県姫路市 

施 行 者 姫路市 箇 所 数 ２箇所 

地域の 

課題 

ＪＲ網干駅は一日の平均乗降客が約1万7千人と姫路市のＪＲ駅では2番目に乗降客の多い駅であり、

交通バリアフリー法に基づき平成15年に姫路市交通バリアフリー基本構想の重点整備地区に設定して

いる。 

このような状況の中、橋上駅の構内には、平成17年に鉄道事業者によりエレベーターが設置されたが、

駅自由通路にはエレベーターが設置されておらず、高齢者・障害者等の利用に大きな障害となっており、

エレベーターの設置によるバリアフリー化が喫緊の課題である。 

目 的 

・ 

必要性 

エレベーターが設置されていない駅自由通路の北側と南側に、計２基のエレベーターを早急に設置す

ることによりバリアフリー化を推進し、高齢者や障害者等の移動の円滑化の促進を図る。 

Ｂ／Ｃ  総便益 ２．２７億円 総費用 １．５３億円 基準年  
費
用
便
益
比 

１．５ 
上下移動快適性向上便益：２．２７億円 事 業 費：１．３５億円 

維持管理費：０．１８億円 
平成２０年 

事業の効果等  

・バリアフリー化の推進 

・駅施設の利便性の向上 

・駅周辺地区の一体的な発展の支援 

関係する地方公共団体等の意見  

ＪＲ網干駅は、平成１５年に姫路市交通バリアフリー基本構想の重点整備地区に設定されている地区であり、公共

交通事業者や道路管理者、県公安委員会等関係機関との連携・協力のもと取組むとしている。 

事業概要図 採択の理由  

 

 

便益が費用を上回っていること、また、姫路市

交通バリアフリー基本構想の重点整備地区に設

定されており、本地区のバリアフリー化は喫緊の

課題であり、自由通路へのエレベーター設置の必

要性、効果は高いと判断できる。 

以上により、本事業を採択するものである。 

北側エレベーター設置

エレベータ-

南側エレベーター及び接続通路設置

エレベータ-
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新規事業採択時評価個票

カルテ表示項目

検索対象都道府県（複数可）

山口県

事業名（箇所名）
宇部港栄川運河地区
港湾公害防止対策事業

山口県宇部市

事業
主体

山口県
担当課長名

　宇部港の栄川運河上流部において環境基準を超える高濃度のダイオキシン類が検出され、ダイオキシンの
濃度が県境基準の18倍にあたり重大な公害被害が発生する可能性があることから、公害防止計画に基づき、
早急に対策を図ることが求められている。
　このため、公害防止計画に基づき汚染土壌の浚渫除去を行い、底質の浄化を図り地域住民の健康被害を防
止するとともに、地域住民の安全と安心を確保する。

事業期間

便益の主な根拠

1.7

総事業費（億円） 8

事業採択 平成21年度

34.7

平成20年度

主な事業の諸元

本省 港湾局 計画課

当該事業の実施により、底質の浄化を図り住民の健康被害を防止するとともに、地域住民の安心と安全を確保
することができる。

総括コメント

事業の効果等

その他

目的・必要性

担当課

実施箇所

4.9

感度分析

周辺住民世帯数：60,912世帯

C：総費用（億円） B/C B-CB：総便益（億円） 7.2

　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業費
需要　　　（-10%～+10%）　→B/C（1.5～1.8）
建設費　 （-10%～+10%）　→B/C（1.9～1.5）
事業期間（-10%～+10%）　→B/C（1.7～1.7）

事業全体の投資効率
性

基準年度

EIRR（%）

（その他の指標による評価）

・汚染土壌を放置することにより、ダイオキシン類が拡散する恐れがあるため、事業の実施は緊急を要する。
・当該事業は地域公害防止計画にも盛り込まれており、地元からも早期の事業着手を求められている。
・事業便益は1を上回っている。
以上より、本事業の実施は妥当である。

12

年度

港湾 港湾整備事業

平成 20

難波　喬司

栄川運河地区 浚渫

完了 平成22年度
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難波　喬司

埋立護岸　等

完了 平成40年度

年度

港湾 港湾整備事業

平成 20

EIRR（%）

（その他の指標による評価）

・一般廃棄物の自区内処理が可能となる。
・浚渫土等の発生場所に近い処分地を確保することにより、CO2及びNOXの排出量が軽減される。

・当該港湾では、廃棄物処分場が不足している。
・事業便益は１を上回っている。
・上記（その他欄）に示すように、貨幣換算出来ない効果も期待出来る。
以上より、本事業の実施は妥当である。

88

感度分析

処分コストの削減
（処分容量：110千m3)

C：総費用（億円） B/C B-CB：総便益（億円） 52

　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業費
需要　　　（-10%～+10%）　→B/C（1.5～1.9）
建設費　 （-10%～+10%）　→B/C（1.9～1.5）
建設期間（-10%～+10%）　→B/C（1.7～1.7）

事業全体の投資効率
性

基準年度

主な事業の諸元

本省 港湾局 計画課

　当該事業を実施することにより、浚渫土砂や一般廃棄物の処分コストの削減が図られる。

総括コメント

事業の効果等

その他

目的・必要性

担当課

実施箇所

36

　現在、名古屋港において、港内の泊地等から発生する浚渫土砂の処分場が確保されていないことから、河川
の流下土砂による泊地等の経年的な埋没解消への対応ができない状況にある。
　また、名古屋市内の一般廃棄物処分場が、平成25年度で満杯になる見通しであり、今後とも名古屋市内で適
正に一般廃棄物を処理するためには、新たな処分場の確保が必要となっている。
　このため、廃棄物海面処分場を整備することによって、港内の浚渫土砂及び市内から発生する一般廃棄物の
処分場の確保を図る。

事業期間

便益の主な根拠

1.7

総事業費（億円） 64

事業採択 平成21年度

9.7

平成20年度

新規事業採択時評価個票

カルテ表示項目

検索対象都道府県（複数可）

愛知県

事業名（箇所名）
廃棄物海面処分場整備事業
（名古屋港　港内地区）

愛知県名古屋市、弥富市

事業
主体

名古屋港管理組
合担当課長名
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貨幣換算が困難な効
果等による評価

○航空路A593の高度配
分の見直し

B576のレーダー管制化により、当該航空路の容量が増加し、B576を主に飛行す
る韓国-東南アジア便の利便性が向上することから、関係する韓国との協議が
進み、B576とA593の高度配分が見直され、A593への配分高度の増加が見込ま
れる。

○安全性の向上 B576やMIKES-APITO経路のレーダー管制化により、航空機の位置把握が容易
になることで管制官や乗務員の負荷軽減が図られ、安全性が向上する。
加えて、石垣空港付近のレーダー覆域が二重化されることにより、宮古島ARSR
の保守・障害時においても継続してレーダー管制業務を提供することが可能とな
る。

○MIKES-APITO-中国
南方を結ぶ航空路の設
定

これまでも、MIKES-APITO-中国南方を結ぶ航空路の設定を関係国である中国
に求めてきた。MIKES-APITO経路がレーダー管制化することで、当該経路の容
量や運航する航空機の利便性が向上することとなり、国際協議が進むことが見
込まれる。
当該航空路が設定されれば、A593の交通量の分散化が図れることとなり、日中
間の処理容量全体が増大することとなる。

航空 航空路整備事業

事業全体の投資効率
性

基準年度

B：総便益（億円）

久米島に洋上航空路監視レーダー（ORSR）を新設する

事業期間

主な事業の諸元

29.6 33.7

平成 20 年度

1394.9

１．便益の内訳
　① A593の配分高度の減少を防止（最適高度の運航）　　　　　　218 億円（割引前）
　② 那覇-上海間のRNAV 経路設定（最適経路の運航）　　　　　　62 億円（割引前）
　③ ①および②によるCO2排出量の削減（環境影響の低減） 　　　40 億円（割引前）
　④ 用地・施設の残存価値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 3.9億円（割引前）
２．便益の根拠
　① 航空路A593 における最適高度の運航（航空会社試算）　　消費燃料の平均節約量  　：  214lbs/便
　② RNAV 経路設定による最適経路の運航（航空会社試算） 　消費燃料の平均節約量 　 ： 2,875lbs/便
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 運航時間の平均短縮時間 ：     14分/便

C：総費用（億円） B/C B-C

実施箇所

その他

総括コメント

○ 日中間の主要航空路であるA593の年間航空交通量は、平成13年に比べ約3倍に増加し、平成19年に
は10万機を超え、その処理能力は限界に達しつつあること。
○ 韓国と東南アジアを結ぶ主要航空路であるB576についても交通量増加が著しく、韓国より処理容量の
増加が求められており、国際社会への貢献が図れること。
○ レーダー管制化により管制官や乗務員の負担が軽減され、航空交通の安全性が向上すること。
○ 費用便益比が29.6と、便益が費用を大幅に上回っていること。
以上より、本事業の実施は妥当である。

平成21年度

目的・必要性

完了

感度分析

需要予測が-10%　   　　        　　　　　　 事業全体のＢ／Ｃ　：　26.7　 Ｂ－Ｃ  ： 125億円　  EIRR ： 32.0%
建設費用が+10%         　　　　　　　　　　 事業全体のＢ／Ｃ　：　22.3　 Ｂ－Ｃ  ： 138億円　  EIRR ： 31.7%
需要予測が-10%及び建設費用が+10%   事業全体のＢ／Ｃ　：　20.1　 Ｂ－Ｃ  ： 124億円　  EIRR ： 30.1%

144

総事業費（億円） 9.9

便益の内訳及び主な
根拠

平成21年度

日中間の主要航空路であるA593の年間航空交通量は、平成19年には10万機を超え、その処理能力は限
界に達しつつあり、処理能力の拡大が急務となっている。
本事業の実施により、MIKES-APITO経路（A593の代替経路）やB576（韓国-東南アジア間の主要航空路）
のレーダー管制化を実現し、処理能力の限界に達しつつあるA593やB576の容量拡大に加え、交通量分
散化による混雑の解消、悪天候時の代替経路の確保を図る。

EIRR（%）

新規事業採択時評価　個票

沖縄県久米島町

事業名（箇所名）
久米島洋上航空路監視レーダー（ORSR）
整備事業

事業
主体

大阪航空局
航空局管制技術課

事業採択

加藤　敏

担当課

担当課長名

平成24年度



 

新規事業採択時評価の結果 

【幹線鉄道等活性化事業】                   

○事業概要  

事業名 富山地方鉄道輸送改善事業 整備区間 富山地方鉄道富山軌道線 

供用年度 
平成２１年度 

(建設期間:平成21年度) 
総事業費 １７億円 

○事業の目的・必要性  

 富山地方鉄道では、法定協議会の協議を経て策定された総合連携計画に基づき、平成２

１年１２月に開業を予定している市内電車環状線に新たに導入する低床車両（ＬＲＶ）の

車長や床面高に合わせて、既存電停の延長や電停高の嵩上げ及びスロープの設置を行うと

ともに、重軌条化等の走行環境改良を行うことにより、乗降客の安全確保と利便性・快適

性を向上させて、公共交通の利用促進と活性化を図ることを目的としている。 

○事業効率 

費用便益分析 

費用   17億円 

（17億円） 

貨幣換算した主なもの： 

建設費用、車両購入費 

便益  20億円 

（28億円） 

貨幣換算した主なもの：  

 利用者便益（移動時間短縮、待ち時間短縮、道路混雑緩和）  

Ｂ／Ｃ 1.2 

（1.7） 

Ｂ－Ｃ 3.9億円 

（11億円） 

ＥＩＲＲ 5.4％ 

（6.7％） 

需要＋10% 費用＋10% 建設期間＋１年 

1.3 1.2 1.2 

需要－10% 費用－10% 建設期間－１年 

 

感度分析 

(B/C) 

1.2 1.2 － 

上記分析の基礎とした需要予測 

環状区間（西町～丸の内）利用者：2,399人／日 

○事業による効果・影響 

利用者への 

効果・影響 

■便数・運行経路選択の増加による旅客の時間短縮 

■電停のバリアフリー化や走行環境改善による利便性や快適性の向上 

社会全体へ 

の効果・影響 

■ＬＲＶの導入と一体的に実施される電停改良や重軌条化等の利便性･快適

性の向上により、市内路面電車利用の活性化が図られる。 

○実施環境 

 ■ 法定協議会において国、自治体、事業者等で十分な協議が行われている。 

備考 

（ ）は５０年で計算 

 



  

平成２１年度新規箇所 評価結果 

 

事 業 名 長崎駅周辺土地区画整理事業 都 市 名 長崎県長崎市 

施 行 者 長崎市 施行面積 19.2ｈａ 

事 業 

概 要 

事業期間：平成21年度～平成35年度 

地権者数：11名 

都市計画道路新設：4箇所 

都市計画道路改築：1箇所 

目 的 

・ 

必要性 

本事業区域においては、市中心部にもかかわらず、JR の車両基地や貨物ヤードといった

広大な低未利用地が存在している。このような中、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業及び

九州新幹線長崎ルート建設計画に伴い、鉄道施設の受け皿整備を行うと共に、高度利用

可能な土地に転換することにより、本市の玄関口としてふさわしい都市拠点の形成を図

る必要がある。 

Ｂ／Ｃ  総便益  総費用  基準年  

費
用
便
益
比 

1.2 

79億円

走行時間短縮便益：   61億円

走行費用減少便益：    17億円

交通事故減少便益：   1.2億円

66億円 

事 業 費：  66億円 

維持管理費：  0.1億円 

平成20年 

事業の効果等 （貨幣換算が困難な効果等について、「客観的評価指標（案）」を参考に、重要度の 

高いものから５項目程度を箇条書きで具体的かつ詳細に記述。） 

１.他事業との一体的な事業推進 …連続立体交差事業（事業主体：長崎県）と一体的に事業を進めることにより、長

崎駅周辺地区の土地利用の転換と有効利用を図る。 

２.交通拠点の形成 … 駅前広場を整備することにより、駅へのアクセスが向上し、公共交通への乗り換えが 

容易になる。（東口駅前交通広場約7,000㎡⇒約15,000㎡、西口駅前交通広場0㎡⇒約3,000

㎡） 

３.公共用地率の向上 …従前の区域内には公共用地はほとんど存在しないが、整備後は、駅へのアクセス道路や広場

等が整備され、公共用地率が上がる。これにより各街区へのアクセスが向上する。（11.8％⇒

34.7％） 

４.用途地域の変更 …現在、当該地区は準工業地域（200/60）となっているが、本事業を行うことにより、商業地

域（400/80）へ用途地域を変更し、高度利用可能な土地への転換を図る。 

５.その他     …長崎駅周辺土地区画整理事業の効果B/C＝1.3 

                …本地区は、直接的な便益をお金に算定できない駅前交通広場の整備費用が、全体事業費の約

半数を占めているため、費用便益比が低めになっている。 

関係する地方公共団体等の意見  

 



事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国道202号（（都）江戸町道ノ尾線）

【新規】
（都）長崎駅東通り線

（都）浦上川線

【新規】
（都）長崎駅西通り線

【新規】
（都）長崎駅中央通り線

（都）旭大橋線



  

平成２１年度新規箇所 評価結果 

 

事 業 名 松小路土地区画整理事業 都 市 名 宮崎県宮崎市 

施 行 者 宮崎市 施行面積 ４．７ｈａ 

事 業 

概 要 

総 事 業 費 ： ２１．２億円 

施 行 期 間 ： 平成２１年度～平成２８年度 

幹線街路：３６９．０ｍ 区画街路：９９６．０ｍ 特殊街路 ７５．５ｍ 公園：１４６０．０㎡ 

目 的 

・ 

必要性 

本地区は「宮崎市総合計画」において、地域住民の居住、日常生活を支える商業・業務、身近な公共公益、文化機能等の

集積を図る地域拠点として位置づけられている。しかし、その一方で生活基盤の不足や老朽化した建物の点在、佐土原駅

前土地区画整理事業地区との一体的な空間が創出されていない等、活性化するための課題を有している。 

そのため本事業は、公共施設の整備改善と宅地利用増進を図るとともに、宮崎市の「北の玄関口」にふさわしい地域拠点

の形成を目的とする。 

Ｂ／Ｃ  総便益  総費用  基準年  

費
用
便
益
比 

１．２ 

１１．２億円

走行時間短縮便益：  １１億円

走行費用減少便益：０．３７億円

交通事故減少便益：０．００億円

９．５億円 

事 業 費： ９．４億円 

維持管理費：  ０．１億円 

平成２０年 

事業の効果等  

Ⅲ－(1)安全な生活環境の確保  … 地区内の通学路等で現況歩道幅員≦１ｍの箇所が０ｍ→７６７ｍとなる。 

Ⅲ－(2)良好な環境の保全形成  … 公園、緑地整備等によりゆとりある良好な市街地環境の形成 

Ⅳ－(1)道路の防災対策・危機管理の充実 … 防災拠点への導線や緊急車両の進入可能な道路幅員の確保 

その他 … 土地区画整理事業効果 Ｂ／Ｃ＝１．２ 

関係する地方公共団体等の意見  

 

事業概要図  

 

 

佐土原駅 

佐土原総合文化センター 

佐土原総合支所 



平成２１年度新規箇所  評価結果 
 

事業名 中央通り地区第一種市街地再開発事業 都市名  栃木県大田原市

施行者 中央Cブロック市街地再開発組合（予定） 施行面積  約0.65ｈａ 

事業の概要 

 市街地再開発事業の施行により、市営住宅、商業、公益施設等を含めた複合
用途の施設建築物の整備を行う。また、公共施設整備として、区域内の都市計
画道路3・4・2 西那須野線(通称:中央通り)及び区画道路の整備を行う。市のﾒ
ｲﾝｽﾄﾘｰﾄ拡幅整備と併せた市街地再開発事業を行うことにより、都市･防災機能
の向上や適正な土地利用を図る。 

目的・必要性 

 大田原市の中心部である中央通り沿線は、旧奥州街道の宿場町として市街地が
形成されて以来、県北の商業流通の要所地として発展してきたが、近年、市民の生
活様式の変化等により、小売店舗数･販売額、定住人口･歩行者自転車通行量が
減少するなど、都市構造の空洞化が進んでいる。このため、中心市街地に不足して
いる食品スーパーをキーテナントとし、各種小売・飲食店や公益施設を入居させる
ことで、街なかの賑わいの再生を図る。また、市営住宅等を整備することで、まちな
か居住を推進し中心市街地の活性化を図る。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ 1.18 費用 28億円 便益 33億円 基準年 Ｈ20 

効果等 
商業、集客施設の整備により、歩行者・自転車通行量の増加、小売販売額の増加が見込める。 
住宅施設の整備により、街なかの居住人口の増加が見込める。 
中心市街地活性化のきっかけとなる呼び水的事業であり、周囲の整備事業、民間活力の底上げに好
影響を与える。 

関係自治体等の意見 
 当該事業は、平成 20 年 11 月 11 日に内閣総理大臣の認定を受けた「大田原市中心市街地
活性化基本計画」において、大田原市中心市街地の活性化を達成するためには欠かすことの
できない主要事業の一つと位置付けており、積極的に支援していきたい。 

施設建築物の概要 
延床面積 約 13,200 ㎡ 
用  途 住宅,商業施設,公益施設,業務施設,駐車場 
階  数 地上 11 階建て(予定) 

公共施設の概要 
都市計画道路：幅員 16m(整備幅員 8m)
区画道路(新設)：幅員 6m 

 

区域図                       完成イメージ図 

 

中央通り地区 

（約 0.65ha） 

3･4･2 西那須野線 

(通称:中央通り) 



平成２１年度新規箇所  評価結果  

事業名 湊二丁目東地区第一種市街地再開発事業 都市名  中央区 

施行者 湊二丁目東地区市街地再開発組合（予定） 施行面積   約0.5ha 

事業の概要 

 事業区域は、独立行政法人都市再生機構が施行予定である湊二丁目地区土地区画整理事

業区域内にあり、土地区画整理事業と一体的施行する第一種市街地再開発事業である。区

画整理事業と一体的に再開発を行い土地の有効活用・高度利用を図ることで、権利者にと

って安全に安心して暮らし、働くことのできる住環境等の形成により、地域の都市環境向

上に寄与するものである。 

目的・必要性 

当地区は、隅田川に隣接する区域に立地し、バブル期における民間デベロッパーの地上げ、

底地買い及びバブル経済の崩壊の影響を受け、周辺地区に比べ、土地の高度利用が図られてい

ない現状となっている。 

また地区内人口減少・高齢化により、地域コミュニティーの見直しが必要とされている地区

である。 

これら地域特有の環境改善を図るため、土地区画整理事業と市街地再開発事業の一体

的施行により、街区の再配置と共に地区内全体の整備を実施するものである。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ １．１４  費用 約 199 億円  便益 約 228 億円 基準年 H19 

効果等 

 便益については、大規模な住宅を中心として商業施設、工場、駐車場等を取入れた計画により高い収益が
得られる見込みとなっており域内便益の大きさに貢献している。 

事業によって得られる特徴としては、区域内便益が総便益の89％、区域外便益が総便益の約11％となり、
区域内便益が多い事業ということができる。 

関係自治体等の意見  

 本地区は、平成７年度の検討開始から今日まで長い歳月を有しており、今なお地上げの痕跡が

地域に色濃く残っている地区である。健全な土地利用や地域コミュニティの再生など地域特有の

課題を改善するため、本区にとっても必ず実現すべき事業であると考える。 

 

＜区域図＞                  ＜主な公共施設、施設建築物の概要等＞ 

 

区域図 

土地区画整理事業施行区域（約 1.8ha） 
市街地再開発事業施行区域（約 0.5ha） 

＜主な公共施設＞ 

 ※公共施設については、土地区画整理事業 

  により整備予定 

 

＜施設建築物の概要等＞ 

延床面積約 50,470 ㎡ 

規模構造  地下 2階、地上 39 階、 

鉄筋コンクリート造 

地上 10 階、鉄筋コンクリート造

主要用途  住宅（約 375 戸） 

       工場 

駐車場  約 207 台 

 



平成２１年度新規箇所  評価結果  

事業名 郡山駅前一丁目第二地区第一種市街地再開発事業 都市名  郡山市 

施行者 郡山駅前一丁目第二地区第一種市街地再開発事業個人施行者 施行面積 約0.35ha

事業の概要 

本地区は、「県中都市計画マスタープラン」の中の、市街地再開発事業に関する主要な都市
計画決定方針において、市街地整備の目標として、概ね10年以内に整備を予定する主要な地
区に位置付けられております。 

地区内には、平成13年の医療法改正により再整備が必要な建築後40年以上経過する総合
病院が建設されており、この病院は近接する郡山駅前一丁目第一地区第一種市街地再開発
事業において整備されることが決定されております。 

本地区は、近接する第一地区と連携して郡山市中心市街地活性化を図るべき地域としての
整備が望まれており、住宅整備を行うことで、都心居住の促進を図り、さらに中心市街地の活性
化を図るものであります。 

目的・必要性 
本地区は、近接する郡山駅前一丁目第一地区第一種市街地再開発事業において整備され

る総合病院等と連携する施設及び住宅等を整備することにより、郡山市中心市街地活性化に

寄与することを目的とし、中心市街地活性化には必要な事業です。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ １．１２  費用 約６５億円  便益 約７３億円 基準年 Ｈ２０ 

効果等 

福島県内最大の利便性・利用客を有するＪＲ郡山駅前等の中心市街地では、近年著しい地価の低下において風俗店等の

進出による環境悪化生じてきている。また地域での重要な役割を担ってきた複数の総合病院が転出等の方針を示しており、

更なる環境悪化が懸念されるが、当事業を実施し中心市街地内に機能拡大し再立地することで、郡山市においても、著し

い超高齢化により発生する「交通弱者」の通院等の生活利便性が確保されるとともに、「集約型都市構造」に向けた街づ

くりを推進することに大きな効果を発する事業となっております。 

また、郡山市において進展する中心市街地における居住人口減少に対しても、中心市街地内において医療施設との連携

を図った約140戸もの良好な都心居住型住宅の提供を図る当該事業は、街なか居住の推進を図りその先進性はもとより、居

住人口増加による経済波及効果は、通常の「費用分析マニュアル」では算出されない相乗効果も生み出し、中心市街地の

再生・活性化に大きく寄与する事業であります。 

 さらに、民間におけるこの事業が成功することで、低迷する郡山市における活性化への起爆剤として、他の民間活力を

誘発するだけでなく、地域コミュニティの再生による新たな波及効果を生み出します。 

 

郡山市意見：当該事業は、福島県の商業・経済を牽引する郡山市の中心市街地内で実施される事業で、郡山市中心市街地の

活性化を図るだけではなく、福島県全体の経済基盤強化につながる事業であります。この事業においては、高齢者に配慮し

た都心居住型住宅と医療関係施設や商業施設等の中心市街地に必要な都市機能を一体的に整備し、先行実施中の第一地

区（市街地再開発事業）との連携による新たな大型空きビルの発生を抑制するなど、中心市街地の一体的整備による相乗効

果が高い事業として、今後の郡山市の計画的なまちづくりにとって成否をにぎる最も重要な事業となっております。 

福島県意見：県を代表する商業都市である郡山市においても中心市街地の地盤低下は著しく、「まったなし」の状況となってい

る。先行している第一地区との連携を想定した事業であり、高齢化社会における医療と連携した居住環境の提供をおこなうこ

とによって、県におけるまちなか居住の施策やユニバーサルデザインそして中心市街地の賑わいの再生に大きく貢献し、既

存市街地の再生と利活用といった都市のサステビナブルを促進する事業となっている。これら事業の実施について、県として

も最重要な位置づけであり、県内の先進的なモデル事業として、新規採択は必要不可欠である。 

区域図、主な公共施設、施設建築物の概要等 

 

≪主要用途≫ 

・住宅（139 戸） 

・店舗 4区画（356 ㎡）、 

・医療関係施設（1,858 ㎡）

・附属駐車場（168 台） 

 

 

≪施設建築物概要≫ 
 

・敷地面積  3,000.03 ㎡ 

・建築面積  2,180 ㎡ 

・延床面積 21,767 ㎡ 

関係自治体等の意見 



平成２０年度新規箇所  評価結果  

事業名 塩尻駅南地区第一種市街地再開発事業 都市名  塩尻市 

施行者 塩尻駅南地区市街地再開発組合 施行面積   約０．５ha

事業の概要 

現在の塩尻駅は、昭和 57 年に駅舎が移転され、都市計画用途区域が住居区域のままであっ

たことなどから、駅前としての機能集積がされずにきました。 

中心市街地のひとつの核である大門商店街周辺の『にぎわいゾーン』は大門中央通り地区

市街地再開発事業による市民交流センターの整備など中心市街地活性化の取り組みが進んで

います。中心市街地のもうひとつの核である塩尻駅周辺の『交通発着ゾーン』の活性化に向

け、民間開発を主体に公益施設や、ホテル、共同住宅を整備し、塩尻市の玄関口として駅前

に必要な機能の強化を図るものです。 

目的・必要性 

塩尻駅周辺は、市の玄関口であり、出会いの核でもあることから、塩尻駅に降り立った来訪者

がほっとする空間づくりなど、“であい”“くつろぎ”“もてなしの心”に満ちた空間として、信州らしい

緑の駅前を形成する。また、待ち合わせや電車待ちの時間をくつろいで過ごせる場として、駅を利

用する様々な人々を出迎え、見送る場とした整備を進めることを目的として、現在駅前に不足して

いる宿泊施設やお土産店などの観光関連施設、飲食店など交通結節点としての多様な機能の集

積を図り、民間の活力を呼び込むことにより塩尻らしい駅前を創り出していく必要がある。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ １．１１  費用 約２６億円  便益 約２９億円 基準年 Ｈ２０ 

効果等 

  本事業が完成することにより、集い交流する人が増え、再び街なかに活力あるにぎわいを取り戻す「中
心市街地のにぎわいの促進」と街なかに住む人が増え、多様な世代の人が住みたくなるまちとして「街な
か居住の促進」と新しく産業や文化が生まれ、そこに集う人々による交流を生み出す「新たな産業や文化
の創出」が達成される。 

関係自治体等の意見 

 なし 

 

 

区域図、主な公共施設、施設建築物の概要等 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

塩尻駅南地区 

 
市役所周辺 

 
塩尻駅周辺 

大門商店街周辺 

重点整備地区 

棟名・階数 延べ面積 用途別の階層及び床面積 
Ａ棟  8階  2,777㎡ ホテル（84室） 1-8 

（ＲＣ造） 店舗（4区画）1 
     平面駐車場（43台） 

Ｂ棟 14階  5,860  高齢者介護施設 1-3 
（ＲＣ造） 分譲住宅（55戸） 4-14 

駐車場  2   1,412  附置義務駐車場（72台）2階3層
（鉄骨造）



平成２１年度新規箇所  評価結果  

事業名 東４条街区地区 第一種市街地再開発事業 都市名  富良野市 

施行者 ふらのまちづくり株式会社（予定） 施行面積   約1.4ha 

事業の概要 

未利用地を含む 2,000 坪を再開発して｢ネーブル・タウン｣として日常生活に必要な

様々な機能と居住空間を集積し、お年寄りや一般市民が歩いて用がたせる利便性に富

んだ中心市街地を創出する。 

主な施設内容は、①温浴施設 ②高齢者マンション ③クリニック ④行政窓口 

⑤その他専門店 等を整備する。 

目的・必要性 

当地区の整備の位置付けは、「富良野市総合計画」や「中心市街地活性化基本計画（改正後）」

で市街地再開発事業の導入が位置付けられている。 

事業により集客力は向上し賑わいの創出と居住人口の増加、歩いて暮らせる安全な居住空間の創

出に寄与し、中心市街地活性化に必要である。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ 1.05  費用 約32.1億円  便益 約33.6億円 基準年 Ｈ20年

効果等 

① 遊休地を含む街区の土地の有効活用と老朽建築物の更新による市街地環境の向上。 

② 生活利便施設の整備による住環境の向上と賑わいの創出。 

③ まちなか居住推進による地区人口の増加が見込まれる。 

④ 事業実施による資産税や事業税など長期的に見て税収増効果が高く、周辺地域への経済波及効果も期
待できることから、事業投資効果が高い。 

関係自治体等の意見 

  本事業は、遊休地を含む街区の土地の有効活用と老朽建築物の更新による市街地環境の向上と住環境

の向上が中心市街地の賑わいの創出とまちなか居住人口の増加が見込まれ、富良野市においては資産税や

事業税など長期的に見て税収増効果が高く、周辺地域への経済波及効果が期待できる。 

区域図、主な公共施設、施設建築物の概要等 

 



平成２１年度新規箇所  評価結果  

事業名 ５・２地区暮らし・にぎわい再生事業 都市名  岩見沢市 

施行者 岩見沢市 施行面積   約０．３ha

事業の概要 

当該敷地は、平成１３年に大型店が撤退した跡地である。市では中心市街地の賑わい創出にとって重要な

場所ということで購入し、平成１６年に当該敷地の半分の活用案を公募した結果、対面式の生鮮を中心とす

る市場及び無料休憩所が選ばれ、民間で整備が行われている。 

今回の事業は、当該敷地の残り半分について中心市街地への賑わいの創出を図るもので、民間で駐車場や共同店舗、

ユニバーサルトイレを併設した無料休憩所などの整備を行い、市では市民が気軽に憩うことができイベントなども開

催できる賑わい空間を、暮らしにぎわい再生事業を活用して整備するものである。 

目的・必要性 

本事業地は、商業の中心である４条通りと栄通りが交差する場所に位置し、賑わいの創出にとって重要な

場所である。しかし、土地の半分しか整備しておらず、一定の集客の効果が表れているが、郊外の大型店から奪わ

れた顧客を取り戻すような取り組みにはなっていないのが現状である。 
本事業の場所に関する平成１９年度に実施した市民ニーズ調査では、「駐車場の整備」、「店舗や品揃えの

充実」、「休憩所や広場の充実」、「イベント回数の増加」である。そのため、既に整備済みの部分と調和を図りな

がら、駐車場や共同店舗、ユニバーサルトイレを併設した無料休憩所などの整備、市民が気軽に憩うことができ、ま

た、イベントなども開催できる賑わい空間を一体的に整備し、中心市街地の集客の核機能をつくることによって、郊

外の大型店から奪われた顧客を取り戻し、中心市街地の賑わい創出を図る。 
 

費用便益比 Ｂ／Ｃ １．１４  費用 約２．８７億円  便益 約３．２８億円 基準年 Ｈ２０

効果等 

共同店舗等複合施設には８店が入居する予定であり、就業人口の増加に寄与する。また、共同店舗部分には、隣接する仲の店市場及

び中心市街地に不足する業種や市民アンケート調査で要望の高い業種を出店させることによって、買い物客の増加が期待できる。更に、

にぎわい空間においては、若い方から高齢者の方まで、いつでも憩えるスペースの提供や様々なイベント等を開催する予定であり、イ

ベントでは年間約38,000人の来街者の増加が期待できる。また、事業実施の場所は、現在更地となっており、その更地に、共同店舗等

複合施設及び無料休憩所等複合施設を建設することによって、固定資産税及び都市計画税の収入が発生する。また、店舗の誘致による

法人市民税や住民税の税収が得られる。更に、本事業を実施する場所は、半分がすでに整備済みで、本事業により一体的に整備が図ら

れることによって、土地の価値が上昇する。また、周辺の民間投資を誘発する効果が期待でき、周辺からの税収増も見込める。 

関係自治体等の意見 

  

区域図、主な公共施設、施設建築物の概要等 
① 岩見沢駅複合駅舎 
② 駅前広場 
③ 駅東市民広場公園 
④ イベントホール赤れんが 
⑤ ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ 岩見沢市ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞ 自治体ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀ  ー
⑥ 岩見沢市新産業支援センター 
⑦ 札幌法務局岩見沢支局 
⑧ 空知婦人会館 働く婦人の家 勤労青少年ホーム 
⑨ 中央公園 
⑩ 中央小学校 
⑪ 岩見沢消防署 
⑫ 松島正幸記念館 
⑬ 空知支庁 
⑭ 市民健康センター 
⑮ まなみーる 文化センター 
⑯ 駒沢大学看護福祉専門学校 
⑰ 岩見沢社会保険事務所 

 
 

③  
①  
②  ④ 

⑤ ⑥ ⑦ 

⑧ 

⑨  

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬  ⑭ 

⑮  
⑯  
⑰  

５・２地区 
商業業務集積地区 
中心市街地活性化基

本計画区域 



平成２０年度新規箇所  評価結果  

事業名 鹿児島中央駅周辺地区暮らし・にぎわい再生事業 都市名  鹿児島市 

施行者 鹿児島市 施行面積   約４．５ha

事業の概要 
鹿児島市中心市街地活性化基本計画区域内の空閑地において、暮らし・にぎわい再生

事業の都市機能まちなか立地支援を活用し、地域の中核的な医療機関である鹿児島市立
病院を新築移転するもの。 

目的・必要性 

計画区域は、鹿児島市の中心市街地活性化基本計画区域の南部に位置し、鹿児島市の

陸の玄関である鹿児島中央駅に近く、市電沿線であり交通利便性に優れた場所である

が、平成１７年３月の日本たばこ産業株式会社鹿児島工場の操業停止等により、広大な

空閑地が生じており、当該土地の有効活用を図ることが中心市街地全体の活性化に極め

て重要な課題となっている。 

一方、鹿児島市立病院は、県下唯一の救命救急センターを有するとともに総合周産期

母子医療センターとして指定されるなど、本県の中核的な医療機関であるが、施設の老

朽化や動線の複雑さなどから、建替えが喫緊の課題となっている。 

そこで、鹿児島市立病院を移転整備することにより、市民福祉と都市機能の向上、地

域の賑わい創出を図る。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ １．０５  費用 約３６９億円  便益 約３８９億円 基準年 Ｈ２０

効果等 

鹿児島市立病院の移転整備により、救急医療や周産期医療を含む高度・専門医療などの医療機能が充実
し、市民福祉（地域の安心安全）と都市機能の向上が図られる。 

また、同病院には現在も職員をはじめとする業務従事者（約1,100人/日）、外来患者（約1,000人/日）、
見舞者などの来院者があり、今後の施設規模の拡充や機能の充実により、移転後にも多くの来院者が見込
まれることから、長期的に安定した人の流れを生み出す施設として、地域の活性化が期待できる。さらに
は、周辺の商業地域などに病院に関連する店舗等の立地を促進する効果が期待出来る。 

関係自治体等の意見 

区域図、主な公共施設、施設建築物の概要等 

 

 

 

 

市立病院整備 
鹿児島中央駅周辺地区:約 4.5ha 

唐湊通線 

荒田通線 

鹿児島東西線 

谷山街道線 

共研公園  

 

事業種別 都市機能まちなか立地支援 

事業主体 鹿児島市 

施設名称 鹿児島市立病院 

施設種類 医療施設 

病床数  約 600 床 

事業期間 平成２１年度～平成２６年度 

総事業費 20,689 百万円 

敷地面積 約 45,000 ㎡ 

延べ面積 約 51,000 ㎡ 

鹿児島中央駅 

N



  

平成２１年度新規箇所 評価結果 

 

事 業 名 幸田駅前土地区画整理事業 都 市 名 愛知県幸田町 

施 行 者 幸田町 施行面積 ２．９ｈａ 

事 業 

概 要 

・駅前の２本の都市計画道路を整備するとともに、地区内の生活街路となる区画道路（幅

員８ｍ）を整備します。 

・街区公園を１箇所（1,000㎡）整備します。 

目 的 

・ 

必要性 

都市計画道路は歩車道分離されておらず、地区内生活街路も狭隘であり、地区内建物に

ついては老朽化している。そのため、都市基盤の整備と併せ街区の再編、低未利用地の

集約を行い、土地の有効利用を促進するとともに、安全・安心で快適な、活力ある駅前

中心市街地への再生・再構築を図る。 

Ｂ／Ｃ  総便益  総費用  基準年  

費
用
便
益
比 

１．０ 

５０億円

事業有りの総地代：  ２５億円/年

事業無しの総地代：  ２３億円/年

４９億円 

事 業 費：  ４６億円 

維持管理費：  0.31億円 

用 地 費：  3.1億円 

平成２０年 

事業の効果等  

中心市街地の活性化・・・任意の申出換地を行った区域において、組合（民間）による店舗及び住宅の共同化事業を実施 

防災上安全な市街地の形成・・・老朽化住宅（老朽住宅棟数率89.3％）の解消 

福祉社会への対応・・・歩道未整備の都市計画道路（延長427.67m）の歩車道分離化 

より良い生活環境の実現・・・駅南側の1街区（3790.56㎡）すべて町有地及び公園用地となるよう換地し、土地の有効利

用を図る 

関係する地方公共団体等の意見  

 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JR幸田駅 



平成２１年度 新規事業採択時評価結果【住宅市街地基盤整備事業】 

 
担当課：関東地方整備局建政部住宅整備課 担当課長名：粟津貴史 

事業名 成台中地区（市道山梨臼井線） 
事業主体 四街道市 
①事業の概要  

 四街道市旭地域で行われる土地区画整理事業による宅地供給に合

わせ、市道山梨臼井線の整備を行う。 
事業概要 

総事業費         ２６億円 
事業の目的・ 
必要性 

団地住民が生活や通勤等で利用するＪＲ物井駅や四街道ＩＣへの

円滑な交通を確保するため、当該区間を緊急に整備する必要がある。

また、小学校に通学するのに利用する道路でもあり、現況道路は歩

道がなく安全に通学をするのが厳しい状況なため、緊急に歩道を整

備する必要がある。 

 

事業概要図  

②事業評価結果  
B／C １．１ 

３２０億円 貨幣換算した 
便益：B 〈内訳等〉 

  住宅宅地供給効果：３２０億円 
３０１億円 費用：C 
〈内訳等 
  住宅宅地事業費：２１７億円 公共施設整備費：２５億円 
  維持管理費：６０億円 

 

貨幣換算が 

困難な効果等

による評価 

・重点供給地域に位置づけ。 
・地区計画等の規制誘導措置を適用。 
・千葉市から約 10kmに位置し職住近接を実現 

③採択の理由 費用便益比が１．１と便益が費用を上回っていることから事業採択
の前提条件を確認できる。 
また、重点供給地域への位置づけ、地区計画等の規制誘導措置の適
用等から、良好な住宅宅地事業であると判断できる。 
以上より、本事業を採択することとした。 

ＪＲ物井駅 

四街道ＩＣ

成台中地区 

東関東自動車道 

 ＪＲ
総
武
本
線
 

住宅市街地基盤整備事業

みそら小学校

道路 市道山梨臼井線 

Ｗ＝22～25ｍ、Ｌ＝800ｍ 



平成２１年度 新規事業採択時評価結果【住宅市街地基盤整備事業】 

 
担当課：住宅局住宅総合整備課住環境整備室 担当課長名：岡崎敦夫 

事業名 鶴舞Ⅰ期地区（多目的広場・公開空地） 
事業主体 独立行政法人都市再生機構 
①事業の概要  

奈良県奈良市で行われる機構賃貸住宅建替事業に合わせ、多目的

広場及び公開空地の整備を行う。 
事業概要 

総事業費 １．２億円 
事業の目的・ 
必要性 

 都市計画道路と一体的となった歩行空間（公開空地）の整備によ

り安全性・快適性の向上を図るとともに、多目的広場の整備により

周辺住民の居住環境の向上を図る。 

 

事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②事業評価結果  
B／C １．２ 

９６億円 貨幣換算した 
便益：B 〈内訳等〉  

住宅宅地供給効果 ９６億円 
８３億円 費用：C 
〈内訳等〉  
住宅宅地事業費：６２億円 公共施設整備費：１．１億円 
維持管理費：２１億円 

 

貨幣換算が 

困難な効果等

による評価 

・奈良県住生活基本計画において重点供給地域に位置づけられた住

宅宅地事業 
・地区計画等の規制誘導措置を適用。 
・防災安全性の向上に資する住宅宅地事業 

③採択の理由  費用便益比が１．２と便益が費用を上回っており、事業採択の前

提条件が確認できる。 
また、重点供給地域への位置づけ、規制誘導措置の適用等から、

良好な住宅宅地事業であると判断できる。 
 以上より、本事業を採択した。 

住宅市街地基盤整備事業 
居住環境基盤 公開空地 

Ａ＝600㎡

住宅市街地基盤整備事業 
居住環境基盤 多目的広場 

Ａ＝1,000㎡



平成２１年度 新規事業採択時評価結果【住宅市街地総合整備事業】 

 
担当課： 市街地住宅整備室 担当室長名：伊藤明子  

 

事業名 川岸地区 住宅市街地総合整備事業 

事業主体 戸田市 
①事業の概要  

事業地区において、道路や広場などの生活基盤を整備するととも

に、建物の不燃化を進める。 
事業概要 

総事業費 12億円 
事業の目的・ 
必要性 

川岸地区は、敷地規模が小さく老朽化した木造住宅が多く、長手

方向の長さが比較的大きい街区やオープンスペースが少ない等

の課題を抱えていることから、早急に最低限の安全性を確保する

必要がある。 

 

事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②事業評価結果  
B／C 1.1 

10億円 貨幣換算した 
便益：B 〈内訳等〉 

住宅等整備の家賃収入、道路、広場整備による地価等の上昇など

9億円 費用：C 
〈内訳等 
住宅建設（50戸）、道路整備、広場整備、老朽建築物等除却 

 

貨幣換算が困難

な効果等による

評価 

事業の実施により、大規模地震時の延焼危険度を低減するととも

に、道路等の公共空間を確保する。 

③採択の理由 老朽化した木造住宅の建替えや道路、広場等のオープンスペース

が整備されることにより、住環境の改善が図られるだけでなく、

大規模地震時の延焼危険度の低減が期待できる。 
 
 



平成２１年度 新規事業採択時評価結果【住宅市街地総合整備事業】 

 
担当課：市街地住宅整備室  担当室長名：伊藤 明子      

 

事業名 春吉二丁目地区住宅市街地総合整備事業 
事業主体 福岡県福岡市 
①事業の概要  

都市基盤が未整備な密集市街地である本地区において，都市計画

道路や生活道路，オープンスペースを整備し，避難路の確保や沿

道建物の不燃化促進などにより地区の防災性を高め、安全で快適

な住宅市街地の形成を図る。 

事業概要 

総事業費  約２８億円 
事業の目的・ 
必要性 

都市基盤が未整備な密集市街地であり、防災上、住環境上の課題

を抱え，早急に整備改善に取り組む必要がある。 

 

事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②事業評価結果  
B／C １．１ 

約５３億円 貨幣換算した 
便益：B 〈内訳等〉 

道路などの整備や建替えによる防災性、収益性の向上 
約４７億円 費用：C 
〈内訳等〉 
道路などの整備，老朽建築物等の除却，建替促進等 

 

貨幣換算が困難

な効果等による

評価 

公共空間の確保のほか、大規模地震時の延焼危険度や倒壊出火の

危険性を低減 
 

③採択の理由 公共空間の確保により、利便性が高く、安心して暮らせる居住・

生活環境が確保されるとともに、隣接する土地区画整理事業など

と一体となったまちづくりの効果が期待できる。 



平成 21 年度 新規事業採択時評価結果【街なみ環境整備事業】 

 
担当課：市街地住宅整備室  担当室長名：伊藤明子       

 

事業名 新町・里穂刈地区街なみ環境整備事業 
事業主体 長野県信州新町 
①事業の概要  

県都長野市の西部に位置し、昭和初期の古い街なみや建物が多く

残されている当地区において、往時の街なみをいかしたまちづく

りなどにより、商店街振興や特色ある街なみ景観の形成を図る。

事業概要 

総事業費 約４．６億円 
事業の目的・ 
必要性 

子供からお年寄りまでが安全、快適に住み続ける町などを目指す

なかで、十分とはいえない現状にある、自然景観と調和した小公

園・緑地の整備や、街なみ景観に配慮した生活環境施設・街路灯

の整備などが必要である。 

 

事業概要図 

 
②事業評価結果  

B／C １．４２ 
約５．３億円 貨幣換算した 

便益：B 〈内訳等〉 
仮想市場における支払い意思額（ＣＶＭ方式によるアンケート）

約３．７億円 費用：C 
〈内訳等〉 
小公園等の整備、道路美装化、住宅等の修景整備 

 

貨幣換算が困難

な効果等による

評価 

生活環境施設等の整備、道路美装化の実施、まちづくり協定に沿

った住宅等の修景などによる街なみ景観の向上等。条例等で景観

形成が必要な地区として位置付け。 
③採択の理由 自然景観と調和する小公園・緑地の整備や、街なみに配慮した生

活環境施設等の整備などを行う計画であり、地域の良好な景観形

成などへの寄与が認められる事業であるため。 



平成２１年度 新規事業採択時評価結果【街なみ環境整備事業】 

 
担当課：市街地住宅整備室 担当室長名：伊藤 明子  

事業名 犬山城下町地区街なみ環境整備事業 
事業主体 愛知県犬山市 
①事業の概要  

国宝犬山城の南側に広がる城下町地区において、歴史・文化資源

を活かした、景観及び住環境に配慮した整備を段階的に進める。

事業概要 

総事業費 約５．６億円 
事業の目的・ 
必要性 

犬山の歴史文化を象徴する風格のある地区であり、居住者である

住民と、観光に訪れる来訪者の両方への配慮が求められるため、

より良い住環境の形成と、まちなみ景観との調和に配慮した環境

整備が必要である。 

 

事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②事業評価結果  
B／C ２．０４ 

約１５．１億円 貨幣換算した 
便益：B 〈内訳等〉 

仮想市場における支払意志額（CVM方式によるアンケート） 
約７．４億円 費用：C 
〈内訳等〉 
道路美装化、排水路整備、ポケットパーク整備等 

 

貨幣換算が困難

な効果等による

評価 

道路美装化、景観形成助成等による公共空間の景観向上。 
犬山市景観計画条例において景観形成の重要な地区として位置

付け、また同一区域を歴史的風致維持向上計画の重点区域として

設定。 
③採択の理由 この区域は、都市再生整備計画における整備が平成 20年度まで

実施されており、整備による相乗効果が期待出来る。また、条例

により景観形成に特に配慮する区域として位置付けられており、

本事業による整備の必要性及び効果が高いと考えられるため。 

犬山城下町地区 事業概要図



平成２１年度新規箇所 評価結果 

事業名 砂川西２北３地区優良建築物等整備事業 都市名 砂川市 

施行者 ㈱ナカジマ薬局・㈱エヌ 施行面積 約０．３４ha 

事業の概

要 

   
中央バスターミナル及び民間所有の建築物を解体し、新たにバス待合所、調剤薬局、物販店

舗、クリニック、有料老人ホーム及び賃貸住宅等による複合施設の整備を行う。 
 

目的・ 
必要性 

 

   耐震・耐火性の低い建築物の建替えにより、都市機能の更新及び防災性の向上を図ることを
目的としている。また、本事業では廃止される中央バスターミナルに代わるバス待合所の設置に
より市民の利便性が図られることや、中心市街地の活性化及び市立病院を核としたまちづくりに
寄与する事業と考えている。 

  

費用 

便益比 
B/C 1.03 費用 約 10.5 億円 便益 約 10.8 億円 基準年 H20 

効果等 

本事業地区は、JR 砂川駅、地域交流センターと改築後の市立病院、市役所等を結ぶ中間地点に位置してい

る。既存中央バスターミナルに代わるバス待合所の整備が予定されていることから、今後も近隣市町からの通

院客等を含め多くの人々の回遊による賑わいの創出が期待されている。また、有料老人ホーム及び賃貸住宅の

建設により、まちなか居住の促進を図ることで中心市街地の活性化へ大きく寄与するものと考えている。 

 

関係自治体等の意見 

    本事業地区は、中心市街地活性化基本計画の区域内であり、中心市街地活性化基本計画区域内でもあ

る。本事業により、まちなか居住の促進及び中心市街地の賑わいの創出を図ることができる 

 

主な公共施設、施設建築物の概要等 
 
  本事業区域の周辺には、市役所、市立病院、公民館   
  郵便局、地域交流センター、JR砂川駅などの公益施設   
  が点在する。 

 
・ 施設建設場所 
   砂川市西２条北３丁目 
 
・ 用途地域 
   商業地域  建ペイ率 80% 
                   容積率  400% 
 
・ 主要用途 
   賃貸住宅 26戸、有料老人ホーム58戸64床 
   クリニックモール、商業施設、 
   バス待合所 
 
・ 延べ面積、建築規模 
   5,734㎡ 地上７階地下１階 
 
 

区域図 

 

 

 



平成２０年度新規箇所  評価結果  

事業名 大門銀座通り地区優良建築物等整備事業 都市名  塩尻市 

施行者 大門銀座通り地区市街地再開発組合 施行面積   約０．２ha

事業の概要 

塩尻市の中心市街地である大門地区は、昭和 57 年の駅舎移転、郊外店の進出、建物の老朽

化や社会・経済情勢の変化などにより、中心性・求心力が弱まりつつあります。本事業は、

中心市街地における市街地整備の改善とともに街なか居住の促進と、商業機能の再構築を図

るべく市街地再開発事業の推進の為、民間開発主体の店舗、共同住宅を整備し中心市街地の

活性化を図るものです。 

目的・必要性 

大門中央通り地区市街地再開発事業が平成１８年から事業着手したこと、塩尻駅前の用途地

域の見直しを平成２０年度におこなったことなどから、旧市街地の再整備をしようとする動きが活

発になってきている。現在人口が急激に減少している大門商店街近郊では、共同住宅の整備を

含めたプロジェクトや未利用地の開発を進めることが必要であり、中心市街地全体の居住人口を

増やし中心市街地の活性化によってにぎわいを取り戻すことを目的としている。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ １．０６  費用 約１０億円  便益 約１１億円 基準年 Ｈ２０ 

効果等 

本事業が完成することにより、集い交流する人が増え、再び街なかに活力あるにぎわいを取り戻す「中
心市街地のにぎわいの促進」と街なかに住む人が増え、多様な世代の人が住みたくなるまちとして「街な
か居住の促進」と新しく産業や文化が生まれ、そこに集う人々による交流を生み出す「新たな産業や文化
の創出」が達成される。 

関係自治体等の意見 

 なし 

区域図、主な公共施設、施設建築物の概要等 

大門銀座通り地区 

大門住宅 6階 3,158㎡（鉄骨造） 
住宅 2～6階×5 
店舗   1階×5 
駐車場 1  

 
市役所周辺 

重点整備地区 

大門商店街周辺 

 
塩尻駅周辺 

 

 

 



平成２１年度新規箇所  評価結果  

事業名 名駅四丁目Ａ地区都市再生総合整備事業 都市名  名古屋市 

施行者 愛知県 施行面積   約０．４ha

事業の概要 

建築後４５年を経過し、老朽化した既存の建物を建替え、ホールや展示場、会議室等を核
とした都市拠点施設を整備する。施設の建替えにあわせて土地の高度利用を図り、また、隣
接地と建築協定を結んで協調して建築することにより、敷地境界から建物を後退させて建物
間に通り抜け通路を設けたり、総合設計制度を活用して建物の足下に公開空地等の歩行者
空間や広場の整備を行う。 
 

目的・必要性 

当該事業は、ホールや展示場、会議室等の機能をもつ既存施設が老朽化し、地区に要求

される機能を十分に発揮できなくなったものを建て替え、更新することにより、より機能的で魅

力ある都市拠点施設として再生し、地区に賑わいを創出するものである。 

費用便益比 Ｂ／Ｃ １．０(みなし)  費用 ―  便益 ― 基準年 ― 

効果等 

ホールや展示場、会議室等の機能をもつ地域交流施設を整備することにより、当該地区を新たな都市
拠点として再生し、地域交流による賑わいを創出する。また、施設整備にあわせて、建築協定に基づく公
開空地や緑地、通り抜け通路や広場等を整備することより、魅力ある良好な市街地環境の形成にも寄与
し、名駅からの人の流れを呼び込み、活気あふれるまちの賑わいを創出するものとなる。 

関係自治体等の意見 

 名駅地区の老朽化した地域交流施設の再生は、名駅地区という交通利便性の高さを有効に生かした国際的、

広域的な地域交流の促進に繋がり、名駅地区の賑わい創出に寄与する事業である。 

区域図、主な公共施設、施設建築物の概要等 

 
（施設建築物の概要） 

敷地面積：約３，９００㎡ 

延べ面積：約４４，０００㎡ 

階  数：地上１８階、地下４階 

用  途：ホール、展示場、会議室、事務室、駐車場 
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 あさひ山展望公園   種別 近隣  事業主体 飯能市 

  所在地 埼玉県飯能市   面積 3.6 ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
本公園は、市中心部南側に位置し、従来から「朝日山」として知られており、眺望景観に優れ

ているとともに、歩行者ネットワークの拠点としても期待されている。近年、土地区画整理事業

の進捗により周辺の人口増加も顕著であることから、当該公園を近隣住民の憩いの場、交流拠点

となる展望公園として整備する。 

なお、施設整備は平成 21 年度及び 22 年度の２カ年で行う。 
  事業期間  H21年度～H22年度   全体事業費   9.66 億円  

  Ｂ／Ｃ 1.79   総便益    22.8  億円    総費用    12.7  億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：0.5 ｋｍ、対象人口：0.6 万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数  9 ⇒ 総合評価ランク AA 
①隣接する中学校の避難所機能の一部を担うものとして、備蓄倉庫等を整備 

②飯能南台第二土地区画整理事業において、近隣公園として位置付け 

③用地買収を行わない公園事業 

④50%以上の公園緑被面積率 

⑤健康づくりのための公園施設を設置 

⑥公園施設のバリアフリー化 

⑦住民参加型の公園整備 

⑧良好な二次林等の保全・活用 

事業概要図  

 

 



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 つくしの公園   種別 近隣  事業主体 都市再生機構

  所在地 大阪府和泉市   面積 2.5ha  個別・統合の別 個別 

事業概要  
本公園は和泉中央丘陵地区の阪和自動車道岸和田和泉 I.C.に直結した西部ブロックに位置し、

大阪府立産業技術総合研究所などの研究施設や大規模商業施設による多数の利用者が見込まれる

ことから、地震災害時の避難地を確保するとともに、レクリエーション・保健休養のための多目

的広場、修景池の整備を計画しているものである。 
平成 21 年度は、用地取得、実施設計を予定している。 

  事業期間 H21年度～H23年度   全体事業費 15億円  

  Ｂ／Ｃ 1.4   総便益 20億円    総費用 14億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：1.5ｋｍ、対象人口：2.3万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 9 ⇒ 総合評価ランク AA  
① 公園供用開始後、和泉市地域防災計画の一次避難地に指定する予定。 

② 新住宅市街地開発事業と連携した公園整備。 

③ 研究施設や商業施設の利用者のための防災機能、保健休養、自然環境保全機能を有する

公園整備。 

事業概要図  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 まなびの里公園   種別 地区  事業主体 伊達市 

  所在地 北海道伊達市   面積   8.0ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  

本公園は、伊達市の西部に位置しており、廃校跡地などを活用した、市民のレクリエーション

及び運動に資する公園であり、また、地域防災計画では災害時の一次避難地としても位置づけら

れている。当該整備では多目的広場、便益施設、サッカー場の整備を進め、市内のレクリエーシ

ョン活動、運動活動及び地域の防災活動の機能強化を行い、安全で快適な都市環境の形成を図る。

平成２１年度は、用地取得、基盤整備を計画している。 

  事業期間  H21年度～H24年度   全体事業費 ７億円  

  Ｂ／Ｃ   1.5   総便益     14.7億円    総費用      9.6億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：6ｋｍ、対象人口：0.2万人  

客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数  11⇒ 総合評価ランク AA  

①地域防災計画において、一次避難地として位置づけられており、災害時における周辺住

民の避難地としての利用が見込まれている。 

②緑の基本計画において、有珠地区の身近な公園緑地の整備を図ることとしている。 

③公園施設のバリアフリー化 

④伊達市市民参加条例による計画への市民参加 

事業概要図  

 

 

サッカー場 
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 浦安市運動公園   種別 運動  事業主体 浦安市 

  所在地 千葉県浦安市   面積   17.4 ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
本公園は、浦安市の南西部に位置しており、市民が気軽にスポーツ・レクリエーションが楽し

めるために、総合的にスポーツの活動拠点として陸上競技場、野球場、多目的グラウンド等の整

備を進める。 
平成２１年度は、多目的グラウンド、スポーツコート等の施設整備を計画している。 

  事業期間  平成20年度～平成24年度   全体事業費 31.3億円  

  Ｂ／Ｃ   1.15   総便益     1,288.2億円    総費用      1,119.9億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：12ｋｍ、対象人口：263.9万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 ６ ⇒ 総合評価ランク  A 
① 地域防災計画の避難場所として位置づけしている 

② 県大会等の会場として設置。 

③ 運動公園の緑地を確保した維持管理の充実 

④ 健康づくりのための運動施設として整備 

⑤ 第２次基本計画において、日ごろからスポーツを楽しめる環境を整えるために、運動公

園施設の充実を図ることとされている 

事業概要図  
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 岐阜メモリアルセンター   種別 運動公園  事業主体 岐阜県 

  所在地 岐阜県岐阜市   面積 23.0ha  個別・統合の別 個別 

事業概要  
本公園は岐阜市北部に位置する運動公園である。平成２４年秋に第６７回国民体育大会が岐阜

県において開催され、本公園は大会のメイン会場として開会式・閉会式及び陸上・競泳・テニス

等の８種目の競技会場として決定している。しかし既存の競技場は昭和３５年から順次整備した

施設であり、現在の競技場の施設基準を十分に満たしていない。このため国民体育大会開催に向

けた競技場施設等の整備を進める。  
  事業期間 平成21年度～平成22年度   全体事業費 30.2億円  

  Ｂ／Ｃ 1.3   総便益 1,434.3億円    総費用 1,074.5億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：15.0ｋｍ、対象人口：160.0万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 11 ⇒ 総合評価ランク AA  

 

① 都道府県地域防災計画等への位置づけ（岐阜県災害時広域受援計画） 

② その他の災害応急対策施設（支援物資拠点等の災害応急対策施設整備） 

③ 国体・都市緑化フェア等の主・サブ会場（国体の主会場） 

④ 緑の基本計画に位置づけ（岐阜市緑の基本計画） 

⑤ 園路・広場のバリアフリー化の実施 

⑥ 都市基幹公園の整備 

事業概要図  
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 天神公園（安全安心）   種別 近隣公園  事業主体 佐世保市 

  所在地 佐世保市   面積   ３．７ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
本公園は、昭和５７年の開設以来、地域住民の憩いの場、子供の遊び場として利用されている

が、園路広場、トイレ等の施設がバリアフリー化されていない。よって再整備を実施し、利用の

促進を図るもの。 

  事業期間  H21年度~H23年度   全体事業費 ０．４億円  

  Ｂ／Ｃ   1.41   総便益     30.98億円    総費用     21.96億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：1.5ｋｍ、対象人口：２万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数   8 ⇒ 総合評価ランク AA 
① 緑の基本計画に基づく公園の整備（緑化重点地区）。 

② 佐世保市地域防災計画に位置付けられた公園の整備（二次避難地）。 

③ 公園施設のバリアフリー化（園路広場、駐車場、トイレ）。 

④ ＤＩＤ区域内の公園の整備。 

⑤ 地域住民が参加した設計や管理の実施。 

事業概要図  

 
 
 
 
 
 

 

天神公園

多目的 広場

駐 車場

遊戯 広場

便　所

園　路

便　所



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 嶋地区 
（山形市吸収源対策事業）

  種別 
地区 

 事業主体 
山形市 

  所在地 山形市   面積   3.4ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
嶋地区では、土地区画整理事業によって新しい街が形成されつつある。当該地区公園は、その

嶋地区中心部に位置し、公園用地中心部に国史跡指定の嶋遺跡があることから、これらを保存及

び活用すると共に、地区公園としての機能も持たせ都市環境の構築、緑地確保、防災及び景観形

成を目的として整備する。 
平成２１年度は、実施設計を行い、引き続き造成工事を進める予定である。 

  事業期間  H21年度～H24年度   全体事業費  4.06億円  

  Ｂ／Ｃ   1.7   総便益     25.2億円    総費用      14.5億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：3ｋｍ、対象人口：6.5万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数  15 ⇒ 総合評価ランク AA 
① 公園完成後に一時避難所として指定予定。 

② 緑化重点地区に設定。 

③ 土地区画整理事業と連携。 

④ 公園緑被面積率50％以上。（緑被率90％） 

⑤ 公園施設のバリアフリー化。 

⑥ 歩いて行ける身近なみどりの整備。 

⑦ 公園種別の広域性。 

⑧ 文化財保護法に基づく指定地の保存。 

事業概要図  

 



黒線枠取り 都市公園区域

赤破線枠取り H20～24年度整備区域

緑線枠取り H20年度末供用区域

青右上がり斜線 H20年度末施設施行区域

青右下がり斜線 H20年度末用地施行区域

青斜め格子 H20年度末施設・用地施行区域

赤右上がり斜線 H21年度施設要望区域

赤右下がり斜線 H21年度用地要望区域

赤斜め格子 H21年度施設・用地要望区域

事業規模：全体計画面積     10.4ha 
平成 20 年末全体供用面積     9.5ha 
平成 21 年末全体供用面積     9.5ha 

             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 阿児文化公園   種別 総合  事業主体 志摩市 

  所在地 志摩市   面積  10.4 ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
 阿児文化公園は、志摩市中心市街地南部に位置し、志摩地域における文化、スポーツの拠点となる総合公園である。本公園は、

都市計画決定面積１０．４ｈａのうち９．５ｈａを既に供用しており、残り０．９ｈａが未整備となっている。 

平成１６年１０月に磯部町、阿児町、浜島町、大王町、志摩町の５町の合併により志摩市が誕生し、本公園が新市の中心的都

市基幹公園として位置づけられた。このことにより本公園の利用者が増加し、本公園の駐車場が不足しているため、未整備区域

に新しく駐車場の整備を行う。 

  事業期間 平成２１年度～平成2４年度   全体事業費 56 億円  

  Ｂ／Ｃ   1.42   総便益     157.4億円    総費用      111.2億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：20ｋｍ、対象人口：23.5万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 13 ⇒ 総合評価ランク AA 

① 志摩市地域防災計画に位置づけ 

② 災害用トイレの整備、ヘリポートの位置づけ 

③ 避難収容施設（阿児アリーナ） 

④ 緑の基本計画に位置づけ 

⑤ 一般廃棄物最終処分場跡地利用 

⑥ 公園の緑被面積率50％以上（55.8％） 

⑦ 都市基幹公園の整備 

⑧ 植栽等管理用井戸の整備 

⑨ 計画・設計への住民参加 

⑩ 管理への住民参加 

事業概要図  
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 北守谷近隣１号公園 
（安全安心対策事業） 

  種別 安全  事業主体 守谷市 

  所在地 守谷市   面積  4.1 ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
本公園は昭和５８年に供用開始した。豊かな緑に包まれた空間を活かし、市民の健全な

心身を育む場として親しまれてきたが、近年施設の老朽化が目立ってきた。また，周辺住

民に高齢者も多くなってきている。そのため、今後も広い年齢層の市民に親しまれる公園

となるよう平成２０年度より再整備を推進している。 

 平成 21 年度は便所，園路階段及び水飲みの再整備を行い、バリアフリー化する予定であ

る。 

  事業期間  H21年度 ～ H25年度   全体事業費 0.2億円  

  Ｂ／Ｃ   1.7   総便益     95億円    総費用    56億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：1.5ｋｍ、対象人口：2.4万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数   7 ⇒ 総合評価ランク  AA 
① 守谷市地域防災計画において，避難場所に位置づけられており，災害時における避難拠

点として活用することとなっている。 

② 守谷市緑の基本計画に，重要な緑地として位置づけられているほか，高齢者や，障害者

にも使いやすいよう園路，便所，駐車場等のバリアフリー化の整備を進めることとなっ

ている。 

事業概要図  
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

公園名 
上堰潟公園 

（新潟市安全安心対策事業） 
種別 総合 事業主体 新潟市 

所在地   新潟市 面積   26.1ha 個別・統合の別 統合 

事業概要  
 本公園は，二級河川西山川の洪水調整池を兼ね備えた公園として，平成11年に供用開始し

た。豊かな緑に包まれた周辺空間を活かし，自然を満喫できる場として，幅広い年齢層の人

たちから利用されている。 

 現在，公園の玄関口である駐車場及び園路の一部が未舗装の状況であることから，駐車場

からの移動や園内及び園路から休憩施設への移動を快適かつ安全に行えるよう，駐車場及び

休憩施設へのアプローチを整備し，バリアフリー化する予定である。 

 平成21年度は，測量及び実施設計を計画している。 

 

事業期間   H21年度 ～ H22年度   全体事業費 15億円  

Ｂ／Ｃ   1.1 総便益   73.9億円 総費用   68.8億円 

便益の主な根拠   誘致距離：20ｋｍ，対象人口：123万人  

客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数  １０ ⇒ 総合評価ランク  ＡＡ 

① 公園施設のバリアフリー化。 

事業概要図  

 

 



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 西新町公園   種別 地区公園  事業主体 出雲市 

  所在地 出雲市   面積   5.1ha  個別・統合の別 個別 

事業概要  
希少生物であり、天然記念物であるトキの分散飼育を行うため、飼育に適した良好な自然環境を再

生・創出し、その中に保護繁殖施設を設置することが必要となるため、自然再生緑地整備事業による

公園整備を進めると共に、利用者に対し環境保全及び自然再生意識の啓発を図るため、トキに関する

各種資料の展示施設の整備を進める。 
平成 21 年度は、トキ保護繁殖施設の整備を予定している。 

  事業期間  H21年度～H22年度   全体事業費 21.9億円  

  Ｂ／Ｃ   1.8   総便益     87億円    総費用      48億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：25ｋｍ、対象人口：25.5万人  

客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数   8 ⇒ 総合評価ランク AA  
① トキ保護繁殖施設整備後、生物多様性保全を目的として、環境省「トキ保護増殖事業計画」と

の連携により、佐渡トキ保護センターからトキを移送し、飼育する。 

② 市有地と県有地の交換、民有地の借地等により効率的に用地を確保する。 

③ トキの飼育に適した良好な自然環境の中へ保護繁殖施設を整備し、環境保全及び自然再生意識

の啓発を図るため、緑地の整備を行う。 

④ 「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」第４５条に基づいて保護増殖事業

計画を策定され、レッドリストにも「野生絶滅」と定められており、特別天然記念物にも指定

されているトキの保護繁殖を行う。 

事業概要図  
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 田島ふれあい公園 
（安全安心対策事業） 

  種別 街区公園  事業主体 川崎市 

  所在地 川崎市   面積   0.53ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
本公園は昭和３７年に供用を開始し、平坦な地域の特性に対して、広場等に緩やかな高低

差を設けた特徴のある公園として広く市民に親しまれてきたが、近年施設の老朽化が目立つ

とともに、公園の特性が利用効用を下げている状況である。そのため、今後も広く市民に親

しまれる公園となるよう便所､園路､水のみの再整備を行い、バリアフリー化する予定である。

  事業期間  平成２１年度   全体事業費 0.36億円  

  Ｂ／Ｃ   1.77   総便益 56.7億円    総費用      31.8億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：0.75ｋｍ、対象人口：36万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数  5  ⇒ 総合評価ランク A  
①公園施設のバリアフリー化 

②管理への住民参加 

事業概要図  

 

 



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 百目木公園 
（安全安心対策事業） 

  種別 地区  事業主体 袖ヶ浦市 

  所在地 千葉県袖ケ浦市   面積  7.3 ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
本公園は、袖ケ浦市の東部に位置し、昭和 56 年に供用開始した数々のスポーツが楽しめる公園

として親しまれてきましたが、近年施設の老朽化が目立ち始めたことや、利用者の幅広い年齢層

に対応することから、施設のバリアフリー化と老朽化対策を中心に防災機能の改善も含めた施設

の再整備を、平成 20 年度より開始しております。 
平成 21 年は、園路広場、休憩所等のバリアフリー化と、プール施設の老朽化対策を行います。

  事業期間  平成21年度～平成24年度   全体事業費 1.3億円  

  Ｂ／Ｃ   1.09   総便益     45.7億円    総費用      42.0億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：6ｋｍ、対象人口：4万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数  8  ⇒ 総合評価ランク AA  
 

①袖ケ浦市地域防災計画において、一時避難地に位置づけ 

②既存の耐震性貯水槽及び新設予定の耐震性貯水槽の整備により地域の防災力の強化を図

 る 

③千葉県地域防災計画における応急仮設住宅建設候補地として、多目的広場が295戸の用地

となっている 

④国有地である、旧河川敷きを利用した公園となっている 

⑤公園施設のバリアフリー化整備 

事業概要図  
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 大磯城山公園   種別 風致  事業主体 神奈川県 

  所在地 大磯町   面積   9.9ha  個別・統合の別 個別 

事業概要  
大磯城山公園は、相模湾を臨む丘陵地に位置し、旧三井財閥跡地を利用したもので、自然と歴

史に恵まれた公園として親しまれている。この公園に隣接する旧吉田茂邸(邸宅・庭園)及びこれら

と一体となった照葉樹林を拡大区域として保存・活用することにより、当該地一体の歴史・文化・

自然環境に恵まれた風致の維持を図るものである。 
 平成 21 年度は、用地取得及び実施設計を計画している。 
  事業期間  平成21年度～24年度   全体事業費 45億円  

  Ｂ／Ｃ   1.6   総便益    82 億円    総費用    50  億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：6.0ｋｍ、対象人口：8.5万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 13   ⇒ 総合評価ランク AA 

①既存大磯城山公園が広域避難地に指定されている。 

②大磯町の緑の基本計画に位置づけられている。 

③県の実施している他の事業と連携している。（「邸園文化圏再生構想」） 

④公園施設のバリアフリー化 

⑤管理への住民参加 

⑥文化財指定（予定）の歴史的建造物を生かした公園整備 

事業概要図  

 

 

事業規模：全体計画面積     9.9ha 
平成 20 年末全体供用面積    7.0ha 
平成 21 年末全体供用面積    7.0ha 

 
公園区域 
平成 20 年度末までに公園用地 
平成 21 年度直買分 
平成 21 年度用地国債 



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

公園名 
市民の森公園 

（鳥羽市安全安心対策事業） 
種別 地区 事業主体 鳥羽市 

  所在地 鳥羽市   面積 4.0ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  

本公園は、加茂干拓地総合開発事業の一環として財団法人鳥羽市開発公社が昭和５６年に建設

し供用開始した。付近には、住宅、小中高等学校および大型店舗等があり鳥羽市の新市街地とし

て発展している。公園の利用者は市民をはじめ県内各地から訪れており、多くの人々に憩いの場

を提供している。しかしながら、近年施設の老朽化が目立ってきており、また、バリアフリー新

法を踏まえたバリアフリー化が十分なされていない。特に老朽化が激しい便所を中心とした改

築・整備が必要となった。 

平成 21 年度はバリアフリー化に向け、実施設計及び障がい者専用駐車場の整備をする。 

  事業期間 H21年度～H23年度   全体事業費 10.1億円  

  Ｂ／Ｃ 1.58   総便益     55.73億円    総費用      35.26億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：３ｋｍ、対象人口：1.3万人  

客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 ９ ⇒ 総合評価ランク  ＡＡ 

① 園路・広場のバリアフリー化を実施し、地域のバリアフリー化率が５％以上上昇する 

② 便所のバリアフリー化を実施し、地域のバリアフリー化率が５％以上上昇する 

③ 計画・設計への住民参加 

④ 管理への住民参加 

⑤ 観光等地域活性化への貢献 

事業概要図  

 



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 浜離宮公園   種別 風致  事業主体 東京都 

  所在地 中央区   面積    25.1 ha  個別・統合の別 個別 

事業概要  
本公園は、四代将軍家綱の弟で甲府宰相の松平綱重が建てた別邸が始まりとなり、以来歴代将

軍によって幾度かの造園・改修工事の後、十一代将軍家斉の時にほぼ現在の姿の庭園となり、江

戸時代を代表する庭園である。明治維新後は皇室の離宮となり、昭和２０年に都に下賜された。

本公園には、潮入の池と二つの鴨場があり、現在、都内に現存する庭園のなかでも実際に海水が

出入りしているのはここだけである。なお、現在、国の特別名勝及び特別史跡に指定されている。

平成 21 年度は、戦災等で消失した園内 4 つの茶屋のうちの一棟、「松の茶屋」について復元作

業を行う。 
  事業期間  H21年度～H27年度   全体事業費 5億円  

  Ｂ／Ｃ   1.65   総便益    4,260.0 億円    総費用     2,574.6 億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：7ｋｍ、対象人口：266.0 万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 12 ⇒ 総合評価ランク AA 
①緑の基本計画に位置付け 

②緩衝緑地・緑道・地区公園の整備 

③歩いていける身近なみどりの整備（ＤＩＤ区域） 

④地域間交流の活性化（観光等地域活性化への貢献） 

⑤新たな社会システムへの対応（緑のリサイクル、管理への住民参加） 

⑥自然や文化面での優良性（城跡、古墳、歴史的建造物の復元整備、文化財保護法等に基

づく指定地及び周辺の保存＜国レベル指定＞）

事業概要図  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

体験施設整備

黒線枠取り 都市公園区域

赤破線枠取り H20～24年度整備区域

緑線枠取り H20年度末供用区域

青右上がり斜線 H20年度末施設施行区域

青右下がり斜線 H20年度末用地施行区域

青斜め格子 H20年度末施設・用地施行区域

赤右上がり斜線 H21年度施設要望区域

赤右下がり斜線 H21年度用地要望区域

赤斜め格子 H21年度施設・用地要望区域



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

公園名 
中 央 公 園 

（湯沢町安全安心対策事業） 
種別 総  合 事業主体 湯沢町 

  所在地 新潟県南魚沼郡湯沢町   面積   23.1ha  個別・統合の別 統  合 

事業概要  
本公園は、湯沢町の東部に位置しており、観光客や町民の憩いの場となるよう整備を行ない親

しまれてきた。近年トイレや園路等の老朽化が目立ってきたため、今後も親しまれる公園となる

よう再整備を推進している。 
平成２１年度から平成２４年度にかけて、実施設計、トイレ及び園路の改修等のバリアフリー

化事業を行う予定である。 
  事業期間  H21年度～H24年度   全体事業費 48億円  

  Ｂ／Ｃ   1.35   総便益     221億円    総費用      164億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：20ｋｍ、対象人口：19万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数   11⇒ 総合評価ランク  AA 
 

① 湯沢町地域防災計画において、一次避難地として位置付けられており、災害時に 

おける避難、復旧活動の拠点としての活用が見込まれる。 

② 公園施設のバリアフリー化整備 

③ 歩いていける身近なみどりの整備。 

④ 都市基幹公園の整備 

事業概要図  
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 七ツ塚公園   種別 総合  事業主体 日野市 

  所在地 日野市   面積   ７．５ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
  
本公園は日野市の北西部に位置しており、農の拠点をテーマに、台地上の農地とともに段

丘崖の樹林地や貴重植物、湧水を一体的に保全します。平成 20年度より区画整理事業の区域
内で一部整備を進めます。平成 21年度は用地取得を行い、区画整理部分を開園します。 

  事業期間  Ｈ５年度～未定   全体事業費 １３９億円  

  Ｂ／Ｃ   １．５７   総便益    ９３．５９億円    総費用      ５９．６億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：３ｋｍ、対象人口：８．４万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数９⇒ 総合評価ランク  ＡＡ 

 
○緑の基本計画に位置づけ 
○都市公園（園路・広場、駐車場、便所）のバリアフリー化 
○歩いていける身近なみどりの整備 
○ＤＩＤ区域内 
○古都保存法、文化財保護法等に基づく指定地及び周辺の保存・活用 
 

事業概要図  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

都市公園区域

H20年度末供用区域

H20年度末施設施行区域
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事業規模：全体計画面積      7.5ha 
平成 20年末全体供用面積     0.0ha 
平成 21年末全体供用面積(予定)  1.0ha 
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平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 乃木浜総合公園   種別 総合公園  事業主体 下関市 

  所在地 下関市   面積   35.4ha  個別・統合の別 個別 

事業概要  
本公園は下関市の東部地区に位置しており、地域住民の健康増進、コミュニティづくり及びレ

クリエーションの場の創出を目的として、平成６年より整備を推進し平成１９年に概成している。

平成２３年度の山口国体において、サッカー競技の会場となることを契機にして、総合公園とし

て更なる機能充実を図るため、野球場や多目的グラウンド等のスポーツ施設、修景施設について

整備を図る。 
平成２１年度は用地取得、補償費算定・測量・設計委託を行う 

  事業期間  H21年度～H35年度    全体事業費 62億円  

  Ｂ／Ｃ   1.2   総便益    165 億円    総費用     134億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：15ｋｍ、対象人口：28.9万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数   18 ⇒ 総合評価ランク AA  
① 下関市緑の基本計画において、スポーツ・レクリエーション需要に対応した中核的な公

園として整備を進めるとされている。 

② 公園の緑被面積率５０％以上。 

③ 公園施設のバリアフリー化。 

④ 歩いていけるみどりのネットワーク率が５０％を下回る。 

⑤ 総合公園の整備。 

⑥ 緑のリサイクル施設の設置。 

事業概要図  

 
 
 
 
 
 
 



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 二ケ村緑地   種別 都緑  事業主体 府中市 

  所在地 府中市   面積   2.9ha  個別・統合の別 統合 

事業概要  
本緑地は府中市の南部に位置しており、多摩川や郷土の森公園に隣接し、豊かな緑地や既存の

緑道・遊歩道、暗きょ化されたものを含め多くの水路が存在する水と緑が集結した地域にあるこ

とから、水と緑のネットワークの拠点として位置づけ、「府中市水と緑のネットワーク拠点整備実

施計画」を策定し、平成１８年度より整備を推進している。 
平成２１年度は用地取得及び緑道部の園路、流れの整備を行い、緑道エリアを一部開園する。

  事業期間  H18年度～H22年度   全体事業費 9.18億円  

  Ｂ／Ｃ   1.26   総便益     80.30億円    総費用      63.76億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：3.0ｋｍ、対象人口：17.24万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 10 ⇒ 総合評価ランク AA 
① 備蓄倉庫、放送施設が整備されている。 
② 府中市緑の基本計画（平成２１年度改訂予定）において、緑の拠点として位置づけられている。
③ 府中市景観計画（平成２０年）において、景観形成推進地区として位置づけられている。 
④ 園路・広場、便所のバリアフリー化を実施する。 
⑤ 現在府中市全域がＤＩＤ区域に指定されている。 
⑥ 緑道の整備を推進する。 
⑦ 第５次府中市総合計画後期基本計画において、水と緑のネットワーク化が重点プロジェクトの一
つに挙げられている。当該区域は水と緑の拠点として位置づけられており、観光の視点も含めて

見直し、整備することとされている。 

事業概要図  
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事業規模：全体計画面積    2.9ha

平成 20 年末全体供用面積   2.5ha

平成 21 年末全体供用面積   2.5ha



             

平成２１年度都市公園事業新規採択箇所 評価結果  
 

  公園名 錦糸公園   種別 運動  事業主体 墨田区 

  所在地 東京都墨田区   面積   5.6ha  個別・統合の別 個別 

事業概要  
本公園は、墨田区の南部に位置し、「東京都地域防災計画」において「避難場所」として位置付

けられており、防災を配慮した再整備を進めている。本公園は、商業地域である錦糸地区におい

て、23,400人の避難場所となるものであり、災害応急対策施設（総合体育館）としては、浄水型
プール、雨水貯留漕、防災倉庫等を整備する予定である。 
平成 21年度は、園路・広場等の整備を行う。 

  事業期間  平成21～23年度   全体事業費 11.3億円  

  Ｂ／Ｃ   1.34   総便益     654.1億円    総費用     487.3 億円 

   便益の主な根拠    誘致距離：3ｋｍ、対象人口：60.6万人  
客観的評価指標に基づく評価内容 評価総合計数 19   ⇒ 総合評価ランク  AA 
①「東京都地域防災計画」において、「避難場所」として位置づけられている。 

②備蓄倉庫、耐震貯留槽、災害用マンホールトイレの整備を予定している。 

③総合体育館については、平成25年開催の東京国体の会場地（ハンドボール競技）に決定

している。 

④公園施設（総合体育館）においてPFIスキームを活用した整備を行っている。 

⑤健康運動施設の整備を予定している。（健康遊具の配置） 

⑥園路・広場においてユニバーサルデザイン化を実施している。また、園路・広場、駐車

場、便所以外の特定公園施設においてもユニバーサルデザイン化を進めている。 

⑦本公園はDID区域内に位置している。 

⑧緩衝緑地・緑道・地区公園の整備に該当する。 

⑨本公園は、商業地域、近隣商業地域内に位置している。 

⑩既存木（主に桜）を保存・移植することで、緑のリサイクルを進めている。 

⑪基本設計段階から、住民説明会等を開催し、区民の意見を積極的に取入れた形で計画を

進めている。 

事業概要図  

 

 




